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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 82,561 88,426 104,564 108,255 98,110

経常利益 (百万円) 3,699 3,317 10,960 7,861 405

親会社株主に帰属する当期純利

益
(百万円) 1,502 4,009 12,129 5,252 205

包括利益 (百万円) 1,139 5,873 13,692 9,068 △4,876

純資産額 (百万円) 34,541 39,746 49,662 56,664 50,751

総資産額 (百万円) 111,920 118,700 132,823 134,002 133,101

１株当たり純資産額 (円) 322.20 372.73 481.97 549.97 492.63

１株当たり当期純利益 (円) 13.73 38.06 117.71 50.98 1.99

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 30.9 33.5 37.4 42.3 38.1

自己資本利益率 (％) 4.3 10.8 27.1 9.9 0.4

株価収益率 (倍) 28.4 9.7 3.9 11.8 191.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 6,533 7,657 13,145 9,027 10,420

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △3,947 △6,915 △5,155 △6,285 △5,884

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 4,642 △107 △6,319 △6,540 △2,864

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 35,255 37,148 39,803 38,047 38,905

従業員数
(名)

5,437 5,235 5,255 5,274 4,786

(外、平均臨時雇用者数) (1,182) (1,178) (1,321) (1,429) (1,588)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成24年２月14日付で、Ａ種優先株式を5,681千株取得及び消却しており、資本剰余金が1,326百万円減少し

ております。

４．平成25年６月28日付で、Ａ種優先株式を5,681千株取得及び消却しており、資本剰余金が1,271百万円減少し

ております。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 2/96



(2)提出会社の経営指標等

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 79,677 80,964 95,522 92,638 82,038

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 1,055 2,371 8,537 4,887 △2,014

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) 1,016 2,171 9,849 3,321 △1,465

資本金 (百万円) 17,823 17,823 17,823 17,823 17,823

発行済株式総数

(株)

     

(普通株式) 103,388,848 103,388,848 103,388,848 103,388,848 103,388,848

(Ａ種優先株式) 5,681,000 5,681,000 － － －

純資産額 (百万円) 31,135 33,857 42,346 45,003 41,156

総資産額 (百万円) 104,117 109,724 115,831 115,620 110,218

１株当たり純資産額 (円) 289.14 315.58 410.97 436.79 399.49

１株当たり配当額

(円)

     

(普通株式) 3.50 3.50 10.00 10.00 12.50

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

(Ａ種優先株式) 15.40 15.40 － － －

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
(円) 9.02 20.22 95.58 32.24 △14.22

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 29.9 30.9 36.6 38.9 37.3

自己資本利益率 (％) 3.2 6.7 23.3 7.6 △3.4

株価収益率 (倍) 43.2 18.3 4.8 18.6 －

配当性向 (％) 38.8 17.3 10.5 31.0 －

従業員数
(名)

1,080 1,094 1,114 1,110 1,103

(外、平均臨時雇用者数) (107) (114) (133) (144) (147)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成24年２月14日付で、Ａ種優先株式を5,681千株取得及び消却しており、資本剰余金が1,326百万円減少し

ております。

４．平成25年６月28日付で、Ａ種優先株式を5,681千株取得及び消却しており、資本剰余金が1,271百万円減少し

ております。

５．第93期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和24年８月 本店を東京都新宿区に置き、他に埼玉県飯能市に飯能工場及び東京都東村山市に村山工場をもっ

て設立

10月 本店を東京都千代田区に移転

28年７月 大阪府大阪市に大阪出張所を開設（現　大阪支店）

30年８月 電元工業㈱から営業権、工場土地、建物及び機械装置等を譲受

31年４月 村山工場を飯能工場に統合し、工場を一元化

33年６月 株式公開（東京証券取引所場外店頭銘柄として売買開始）

36年10月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場

39年４月 愛知県名古屋市に名古屋出張所を開設（現　名古屋支店）

41年４月 当社関係会社として埼玉県入間郡日高町にコマ電子工業㈱を設立（平成16年４月　新電元スリー

イー㈱と合併）

43年３月 当社関係会社として山梨県甲府市に山梨電子工業㈱を設立（平成18年11月　全株式を譲渡し、当

社関係会社より除外）

11月 東京証券取引所市場第一部に指定替

44年11月 当社関係会社として東京都千代田区に日本ベンダーネット㈱を設立（平成22年12月　全株式を譲

渡し、当社関係会社より除外）

45年４月 当社関係会社として千葉県夷隅郡大原町にアズマ電子工業㈱を設立（平成14年３月　解散）

７月 当社関係会社として秋田県本荘市（現　由利本荘市）に㈱秋田新電元を設立

50年２月 会社目的に「電気工事、電気通信工事」を追加

51年３月 当社関係会社として東京都千代田区に新電元メンパツ㈱を設立（現　新電元デバイス販売㈱　平

成28年４月　当社と合併）

11月 当社関係会社として東京都千代田区に新電元商事㈱を設立（平成４年10月　当社と合併）

53年11月 当社関係会社として山形県尾花沢市に㈱山形新電元を設立（平成16年４月　新電元スリーイー㈱

と合併）

56年７月 当社関係会社として山形県東根市に㈱東根新電元を設立

60年７月 当社関係会社として埼玉県大里郡岡部町（現　深谷市）に㈱岡部新電元を設立

61年９月 静岡県浜松市に浜松営業所を開設（平成14年３月　閉鎖）

11月 中華民国台北市台湾省に台湾駐在員事務所を開設（台湾代表事務所に変更後、平成22年３月　閉

鎖）

62年２月 当社関係会社として米国カリフォルニア州にシンデンゲン・アメリカ・インコーポレイテッドを

設立（平成19年６月　同国イリノイ州に移転）

63年１月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元精機㈱を設立（平成16年７月　当社と合併）

当社関係会社としてタイ王国バンコク市にシンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド

を設立（昭和63年10月　同国パトムタニ県に移転）

７月 神奈川県厚木市に厚木営業所を開設（平成５年３月　閉鎖）

９月 栃木県宇都宮市に宇都宮出張所を開設

64年１月 三興電器株式会社（埼玉県飯能市）への増資払込により同社を関係会社とする（現　新電元ス

リーイー㈱）

平成元年６月 当社関係会社として英国ロンドンのマグナクェスト社を買収（現　シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド）（平成20年12月　同国ハートフォードシャー州に移転、平成27年９月　同国ロンドン

に移転）

12月 当社関係会社として熊本県熊本市に新電元熊本テクノリサーチ㈱を設立（平成21年８月　熊本県

菊池郡菊陽町に移転）

当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元メンテナンス㈱を設立（平成12年８月　当社と合併）

当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元エンタープライズ㈱を設立

２年１月 福岡県福岡市に九州営業所を開設（平成16年３月　閉鎖）

３月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元計測㈱を設立（平成14年３月　当社と合併）

６月 当社関係会社としてシンガポール共和国シンガポールにシンデンゲン・シンガポール・ピー

ティーイー・リミテッドを設立
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年月 沿革

平成３年３月 当社関係会社としてタイ王国チェンマイ県にランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッ

ドを設立（平成３年11月　同国ランプーン県に移転）

４年５月 東京都豊島区に本社池袋分室を開設（平成15年４月　閉鎖）

７月 大韓民国ソウル特別市にソウル営業所を開設（平成28年２月京畿道安養市に移転）

 新電元商事㈱を合併し、長野県塩尻市の長野営業所を継承（平成14年３月　閉鎖）

５年３月 当社関係会社として埼玉県狭山市に㈱新電元ロジステックを設立（平成17年８月　埼玉県飯能市

に移転、平成27年４月　㈱東根新電元と合併）

６年４月 当社関係会社として中華人民共和国広州市に広州新電元電器有限公司を設立

５月 当社関係会社として中華人民共和国上海市に上海新電元通信設備有限公司を設立（平成22年10

月　清算）

10月 当社関係会社として英国領（現　中華人民共和国）香港に新電元（香港）有限公司を設立

当社関係会社として中華人民共和国天津市に天津新電元電子有限公司を設立

 （平成11年10月　出資金を譲渡し、当社関係会社より除外）

７年３月 当社関係会社としてフィリピン共和国ラグナ州にシンデンゲン・フィリピン・コーポレーション

を設立

当社関係会社としてフィリピン共和国ラグナ州にシンデンゲン・ディベロップメント・インコー

ポレイテッドを設立

10月 宮城県仙台市に東北営業所を開設（平成14年３月　閉鎖）

９年８月 マレーシアセランゴール州にマレーシア地域事務所を開設（平成17年３月　閉鎖）

13年４月 インド共和国ハリヤナ州のナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リミテッドに出資し

関係会社とする

11月 当社関係会社としてインドネシア共和国西ジャワ州にピーティー・シンデンゲン・インドネシア

を設立

14年２月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元メカトロニクス㈱を設立

17年11月 当社関係会社としてタイ王国ランプーン県にヤマナシ・エレクトロニクス（タイランド）カンパ

ニー・リミテッドを設立（平成18年11月　全株式を譲渡し、当社関係会社より除外）

18年２月 当社関係会社として山梨県甲府市に新電元センサーデバイス㈱を設立（平成22年３月　解散）

19年４月

 

 

19年12月

21年５月

22年９月

 

24年８月

 

26年８月

当社関係会社である日本ベンダーネット㈱が岐阜県岐阜市に本社を置く中央警備保障㈱の全株式

を取得したことにより同社を関係会社とする（平成22年12月　日本ベンダーネット㈱の全株式を

譲渡したことにより、当社関係会社より除外）

タイ王国バンコク市にバンコク事務所を開設（平成28年３月　閉鎖）

当社関係会社として中華人民共和国上海市に新電元（上海）電器有限公司を設立

当社関係会社としてベトナム社会主義共和国フンイェン省にシンデンゲン・ベトナム・カンパ

ニー・リミテッドを設立

当社関係会社としてインド共和国カルナタカ州にシンデンゲン・インディア・プライベート・リ

ミテッドを設立

当社関係会社としてラオス人民共和国チャンパサック県にシンデンゲン・ラオス・カンパニー・

リミテッドを設立
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社19社、非連結子会社２社、関連会社２社により構成されており、半導体製品、

電装製品、電源製品などの製造、販売を主たる業務としております。

なお、当連結会計年度において、企業集団を以下のとおり変更しております。

平成27年４月１日付で連結子会社であった㈱新電元ロジステックの新エネルギー関連事業を新電元スリーイー㈱に

吸収分割しました。また、同日付で㈱新電元ロジステックと㈱東根新電元は後者を存続会社とする吸収合併を行いま

した。

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

次の３事業は「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(１）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区

分と同一であります。

 

デバイス事業

連結子会社である㈱秋田新電元、㈱東根新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドおよびシン

デンゲン・フィリピン・コーポレーションが製造しています。

電装事業

連結子会社である㈱岡部新電元、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデン

ゲン・インドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲ

ン・ベトナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社であるナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リミ

テッドが製造しています。

新エネルギー事業

連結子会社である新電元スリーイー㈱が製造しています。

その他

関連会社である新電元メカトロニクス㈱が製造しております。

 

販売については全部門とも当社が一括仕入れ、当社のほか連結子会社である、シンデンゲン・アメリカ・インコー

ポレイテッド、新電元（香港）有限公司、新電元（上海）電器有限公司、シンデンゲン・ユーケー・リミテッドおよ

びシンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッドを通じて販売しています。

なお、連結子会社であるシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデンゲン・イ

ンドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲン・ベト

ナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社である新電元メカトロニクス㈱、ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッドにおいては製品の全部または一部を直接販売しています。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

平成28年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社とし、新電元デバイス販売株式会社を吸収合併消滅会

社とする吸収合併を行いました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は

出資金(百万円)
主要な事業の内容

議決権の所有

（被所有）割合
関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合(％)

（連結子会社）       

㈱秋田新電元

（注２）

秋田県由利本

荘市
490 デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。運転資金の

援助、設備資金の援助を

しています。

㈱東根新電元 山形県東根市 400 デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。運転資金の

援助、設備資金の援助を

しています。

㈱岡部新電元 埼玉県深谷市 100 電装事業 100 －

当社の電装製品を製造し

ています。工場設備を貸

与しています。

新電元デバイス販

売㈱

東京都千代田

区
100

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

100 －

当社の半導体製品・電装

製品・電源製品・その他

製品を販売しています。

新電元エンタープ

ライズ㈱
埼玉県飯能市 50 福利厚生サービス 100 －

当社グループの福利厚生

サービスを行っていま

す。

新電元スリーイー

㈱
埼玉県飯能市 25 新エネルギー事業 100 －

当社の電源製品を製造し

ています。工場設備を貸

与しています。

新電元熊本テクノ

リサーチ㈱
熊本県菊池郡 20

ソフトウェアサー

ビス
100 －

当社グループのソフト

ウェアサービスを行って

います。
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所有

（被所有）割合
関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合(％)

ランプーン・シン

デンゲン・カンパ

ニー・リミテッド

タイ王国

ランプーン県

千バーツ

300,000
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。

シンデンゲン・

フィリピン・コー

ポレーション

フィリピン共和国

ラグナ州

千ドル

10,276
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。

ピーティー・シン

デンゲン・インド

ネシア（注２、

４）

インドネシア共和国

西ジャワ州

百万

インドネシア

ルピア

303,150

電装事業 100 －
当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン・イ

ンディア・プライ

ベート・リミテッ

ド（注２）

インド共和国

カルナタカ州

百万

インドルピー

1,240

電装事業
100

(0.00)
－

当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン・ベ

トナム・カンパ

ニー・リミテッド

ベトナム社会主義共

和国

フンイェン省

百万

ベトナムドン

151,456

電装事業 100 －

当社の電装製品を製造・

販売しています。設備資

金の援助をしています。

広州新電元

電器有限公司

中華人民共和国

広州市

千中国元

48,200
電装事業 100 －

当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン（タ

イランド）カンパ

ニー・リミテッド

タイ王国

パトムタニ県

千バーツ

102,000
電装事業 100 －

当社の電装製品を製造・

販売しています。

新電元（上海）電

器有限公司

中華人民共和国

上海市

千中国元

33,153
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を販売

しています。

シンデンゲン・ア

メリカ・インコー

ポレイテッド

米国

イリノイ州

千ドル

1,000

デバイス事業

電装事業

その他

100 －

当社の半導体製品・電装

製品・その他製品を販売

しています。

新電元（香港）

有限公司

中華人民共和国

香港

千香港ドル

1,500

デバイス事業

その他
100 －

当社の半導体製品・その

他製品を販売していま

す。

シンデンゲン・

ユーケー・リミ

テッド

英国

ロンドン

千ユーロ

141

デバイス事業

電装事業

その他

100 －

当社の半導体製品・電装

製品・その他製品を販売

しています。

シンデンゲン・シ

ンガポール・ピー

ティーイー・リミ

テッド

シンガポール共和国

シンガポール

千ドル

108
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を販売

しています。

（持分法適用関連

会社）
   

  
 

新電元メカトロニ

クス㈱
埼玉県飯能市

百万円

100
その他 35 －

当社のその他製品を製

造・販売しています。

ナピーノ・オー

ト・アンド・エレ

クトロニクス・リ

ミテッド

インド共和国

ハリヤナ州

百万

インドルピー

19

電装事業 22.57 －
当社の電装製品を製造・

販売しています。

(注)１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．㈱秋田新電元、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデンゲン・インドネシアは、特定子会

社であります。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．ピーティー・シンデンゲン・インドネシアについては、売上高（連結会社相互間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　(１)売上高　　　　　　　13,846百万円

(２)経常損失　　　　　　　 305百万円

(３)当期純損失　　　　　　 239百万円

(４)純資産額　　　　　　 4,781百万円

(５)総資産額　　　　　　 8,157百万円
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 2,576 (421)

電装事業 1,567 (817)

新エネルギー事業 349 (306)

全社共通 294 ( 44)

合計 4,786(1,588)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーや契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

４．従業員数が前期末と比べて488名減少いたしましたのは、おもに新エネルギー事業の構造改革により、連結子

会社であるランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドの人員を削減したことによるものでありま

す。

 

(2)提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従　業　員　数（名） 平　均　年　齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,103(147) 41.61 16.67 7,827,078

 

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 382 (24)

電装事業 251 (64)

新エネルギー事業 184 (30)

全社共通 286 (29)

合計 1,103(147)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーや契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

 

 

(3)労働組合の状況

提出会社は、「ＪＡＭ新電元工業労働組合」を組織し、平成28年３月末日現在における組合員数は555人であ

り、上部団体の「産業別労働組合ＪＡＭ」に加盟しておりますが、グループでの労働組合は組織しておりませ

ん。

なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済政策や金融緩和を背景に、企業業績や雇用環境は改善傾向だった

一方で、個人消費の伸びにはつながらず、足踏みの状況が長期化しました。海外においては米国を中心に先進国

景気が底堅く推移した一方、中国景気は下振れ、その影響を受けて輸出が減少するなど新興国の景気も下押しさ

れました。

当社グループを取り巻く環境は、モビリティ分野は概ね底堅かったものの、新エネルギー分野は軟調に推移し

ました。

このようななか、当連結会計年度の売上高は981億10百万円（前期比9.4％減）となりました。損益面では、減

収に加え、電装事業および新エネルギー事業において合計49億10百万円の製品保証引当金を営業費用として計上

したことにより営業利益７億99百万円（前期比89.6％減）、経常利益は４億５百万円（前期比94.8％減）、親会

社株主に帰属する当期純利益については２億５百万円（前期比96.1％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであり、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。

なお、当連結会計年度より報告セグメントの製品区分を一部変更しており、前期比較につきましては、前期の

数値を変更後のセグメント製品区分に組み替えた数値で比較しております。また、シンデンゲン・インディア・

プライベート・リミテッドは、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成27年１月

１日から平成28年３月31日までの15ヶ月間を連結しております。

 

①　デバイス事業の売上高は301億34百万円（前期比9.4％減）、営業利益は21億９百万円（前期比48.7％減）と

なりました。

デバイス事業の売上高は、主力の自動車、家電、産業機器市場全てにおいて軟調でした。自動車市場に関し

ては、国内販売台数減少の影響を受けたほか、産業機器市場や家電市場も中国の景気減速などを背景に減少し

た結果、事業全体では減収となりました。損益面においては、減収の影響とそれに伴う稼働率の低下などを受

け、減益となりました。

②　電装事業の売上高は490億38百万円（前期比2.2％減）、営業利益は17億86百万円（前期比72.9％減）となり

ました。

アジアの二輪車市場においては、経済成長が加速したベトナムで伸長したほか、インドネシアでは新機種の

投入によるシェア向上が貢献して前期を上回り、インドでは前期に稼働を開始した連結子会社が年間を通して

寄与するなど、事業環境としては概ね堅調に推移しました。しかしながら、期末レートが前期比で円高となっ

たことで海外子会社の為替換算後の売上高が目減りし、減収となりました。損益面においては、積極的な設備

投資実施に伴う減価償却費の増加に加え、過去に製造した電装製品の一部不具合による、得意先の市場回収処

理（リコール）実施等に伴う発生費用見込額41億60百万円を営業費用に計上したことから減益となりました。

③　新エネルギー事業の売上高は158億36百万円（前期比26.6％減）、営業損益は５億55百万円の損失（前期は

81百万円の損失）となりました。

上期はＥＶ／ＰＨＥＶ用充電器が大幅に増加し、下期はＨＶＤＣ（高電圧直流給電）の導入が進んだことで

通信市場が堅調に推移しました。一方で、太陽光発電関連市場においては国内市場が減速するなか、競争が厳

しさを増したことで、パワーコンディショナの販売が伸び悩み、全体では減収となりました。損益面において

は、減収の影響と、前期に製品保証引当金を計上した一部の製品についての追加発生費用見込額７億50百万円

を営業費用に計上したことから減益となりました。

④　その他の売上高は31億円（前期比5.3％減）、営業利益は37百万円（前期比31.6％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローで104億20百万円増加、投資活動によるキャッシュ・フローで58億84百万円減少、財務活動によるキャッ

シュ・フローで28億64百万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ資金は８億57百万円増加し、当連結会計年

度末は389億５百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、104億20百万円のプラス（前期は90億27百万円のプラス）となりま

した。これは、主に減価償却費が50億70百万円、製品保証引当金が36億66百万円となったことなどによるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、58億84百万円のマイナス（前期は62億85百万円のマイナス）となり

ました。これは、主に有形固定資産の取得による支出が55億26百万円となったことなどによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、28億64百万円のマイナス（前期は65億40百万円のマイナス）となり

ました。これは、主に長期借入金60億円、社債の発行４億86百万円の資金調達を実施したものの、長期借入金

の約定弁済が76億30百万円、社債の償還による支出が４億円および配当金の支払額が10億30百万円となったこ

となどによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

前年同期比（％）

デバイス事業（百万円） 29,951 △12.4

電装事業（百万円） 49,571 0.1

新エネルギー事業（百万円） 15,420 △29.9

報告セグメント計（百万円） 94,943 △10.2

その他（百万円） － －

合計（百万円） 94,943 △10.2

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．セグメント間の取引については含まれておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2)受注状況

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

（百万円）
前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

デバイス事業 30,585 △8.4 3,615 14.2

電装事業 51,845 4.0 1,527 △0.3

新エネルギー事業 14,484 △37.9 1,086 △55.4

報告セグメント計 96,915 △9.0 6,229 △12.7

その他 3,111 △4.5 127 9.3

合計 100,026 △8.9 6,356 △12.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3)販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

前年同期比（％）

デバイス事業（百万円） 30,134 △9.4

電装事業（百万円） 49,038 △2.2

新エネルギー事業（百万円） 15,836 △26.6

報告セグメント計（百万円） 95,009 △9.5

その他（百万円） 3,100 △5.3

合計（百万円） 98,110 △9.4

（注）１．セグメント間の取引については含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

 
相手先

 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ピー・ティ・アストラホンダモーター 11,285 10.4 12,517 12.76

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、2021年度までの中長期ビジョンを掲げるとともに、その実現に向けた第１フェーズとして2018

年度までの３ヵ年を期間とする「第14次中期経営計画」を策定いたしました。

 

中長期ビジョン

当社グループは、自社のパワー半導体をキーとして、コンポーネントである電装製品や電源製品を更に進化させ

競争力向上に努めるとともに、製品開発スピードを上げることで新製品投入サイクルを早め、高収益体質を作り上

げることを意図し、「半導体の活用による部品事業への転換と高収益体質への挑戦」を2021年度までの中長期ビ

ジョンとして掲げました。

当ビジョンのもと、従来から成長市場と位置付けているモビリティ、エネルギー、産業機器に加え、新興国の人

口増加や先進国の高齢化、医療の高度化等により医療・介護機器開発が加速するヘルスケア市場においても、デバ

イスからコンポーネントまで提供できる価値ある企業を目指してまいります。

 

「第14次中期経営計画」について

当社グループは、2021年度までの中長期ビジョンの実現に向けた第１フェーズとして2018年度までの３ヵ年を期

間とする「第14次中期経営計画」を策定いたしました。経営方針として「技術優位への挑戦・スピード・海外への

販売強化」を掲げ、当中期経営計画達成に必要な施策を講じ、それらを着実に実行していくとともに、2021年度に

向けた成長基盤を築いてまいります。

具体的施策といたしましては、重点市場と位置付けるモビリティやエネルギー分野などにおいて、競争優位なポ

ジションを確立するべく、自社製半導体の活用による事業シナジーを更に推進させてまいります。開発において

は、タイムリーな製品投入を可能にするため、シミュレーションや外部リソースの有効活用によるスピード強化を

図っていくほか、海外での売上拡大に向けて、現地での開発・設計などサポート体制を強化してまいります。ま

た、コスト面においては、省人化に向けた積極的な投資を実施するなど生産改革を進めるほか、海外市場の拡大に

向けグローバル人材の育成やＢＣＰ強化など経営品質の向上に努めてまいります。

当社グループは、こうした施策を着実に実行することで、持続的成長と高い収益性を実現し、企業価値の向上ひ

いては株主の皆様共同の利益に繋げてまいる所存であります。

 

なお、当社は上記の基本方針の実現に資する取り組みのひとつとして、不適切な者によって当社の財務および事

業の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」

を導入しており、平成28年６月29日開催の第92回定時株主総会にて、内容を一部変更した上で継続のご承認をいた

だいております。

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うために、

株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目的として

おり、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収防衛策が、当社

株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととされており、当社の株

主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわゆるデッドハンド型やス

ローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足されな

ければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して

いるとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうか否か

の検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、当社取締役会による判断の公正さ・客観性をよ

り強く担保する仕組みとしていることから、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しておりま

す。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成28年３月31日）現在において当社グループが判

断したものであります。

 

(1)特注品および特定市場への依存

当社グループの営業収入の過半は、特定顧客企業による特注品によって占められており、顧客企業の需要変動

により、当社グループの業績が重要な影響を受ける場合があります。当該特注品は、規格および仕様に対し顧客

企業の承認が必要であり、顧客の許諾の無い限り他社への販売が制限されております。

また、当社グループは、パワーエレクトロニクスを必要とするあらゆる市場に対し製品を提供しております

が、特に、二輪車を含む自動車市場、新エネルギー市場、産業機器市場、民生家電市場、通信インフラや情報機

器を中心とする情報通信市場向けの製品が、営業収入の重要な部分を占めております。したがって、一般的な国

内外の景気や世界的な半導体市況の動向のほか、上記の市場の需要動向に対し、より強い影響を受けることがあ

ります。

(2)特定のグループ外供給元への依存

当社グループは、電源回路製品の基幹部品である半導体を内製化している一方で、ほかの主要部品および半導

体の原材料については、複数のグループ外企業の供給に依存しております。当社グループと各サプライヤーとの

間は、概ね良好な協力関係にあり、また複数購買の促進により供給リスクの低減を図っておりますが、一般的な

経済動向およびサプライヤー個別の事由により、需給の急激な変動や価格の高騰が起きた場合には、必要な部材

の入手に支障を来し、当社グループが顧客企業に対し供給責任を果たせない、あるいは部材価格高騰による原価

の上昇など、業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3)国際的活動および海外進出

当社グループは、日本国内のみならずアジア、北米、欧州の各地域で生産又は販売活動を行なっており、ま

た、様々な販売チャネルを通じ、他の地域にも製品を販売しております。近年、当社グループの海外生産および

販売の比重は高まってきております。したがって、当該地域における、予測できない法規制などの改正、政治お

よび経済状況の変動、労働争議や雇用条件の急激な変化、天変地異や火災、戦争やテロ、疫病の流行といった社

会情勢の変動などにより、当社グループの事業活動が制限され、あるいは当社グループ製品の供給体制に支障が

生じる場合があります。

(4)為替レートの変動

当社グループは、円貨のみならず米ドル、ユーロ、アジア通貨等で販売および調達活動を行っており、海外の

生産および販売拠点は、原則としてその拠点の属する国または地域の通貨によって財務諸表を作成しており、連

結財務諸表作成にあたっては、在外関係会社の期末時の為替レートにより円換算を行っております。したがっ

て、為替レートの変動は当社グループの業績および財務状況に影響を与えており、一般的には、円高の場合は、

当社グループの業績に悪影響を及ぼし、円安の場合は好影響を及ぼします。

当社グループは、為替予約および通貨オプションなどの取引を行なう一方、進出先での資材調達の促進など為

替レートの変動による悪影響を最小限にとどめる努力をしております。しかしながら、為替レートの変動により

業績および財務状況に悪影響を及ぼす場合があります。

(5)需要変動

当社グループの顧客企業のうち、一部の市場においては、需要動向に固有の変動要因があります。また、産業

構造の変化や顧客企業および当社グループの競争環境の変化などが、当社グループの業績および財政状態に影響

を及ぼすことがあります。

また、近年顧客企業の短納期要請が高まっており、当社グループとしてもリードタイムの短縮に努めておりま

すが、供給リスクを避ける主旨などから一部の材料については先行手配をせざるを得ず、当社グループが独自の

判断で調達したたな卸資産については、その後の顧客の需要変動により、当社の責任において処分する場合があ

ります。
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(6)価格競争

当社グループが属する電子部品業界における競争は大変厳しいものとなっており、特に価格に対しては、顧客

企業による値下げ要請、競合他社の攻勢などにより、価格下落の圧力は日々強くなっております。特に、当社グ

ループの主力製品のひとつであるダイオードにおいては、国内外の競合他社との競争が激化しております。ま

た、主力の通信インフラ市場向けの整流器においては、市場規模の縮小に伴い、価格競争が一段と厳しくなって

おります。

当社グループは、差別化しうる新製品の開発とともに、サプライヤーと一体となったコストダウン活動や生産

性の向上に努めておりますが、将来的に価格競争力を維持できない可能性もあります。その場合、当社グループ

は販売シェアの低下に伴い、業績および財政状態を悪化させる可能性があります。

(7)技術特許などの知的財産権

当社グループは、独自の半導体技術および回路技術をもとに各種製品を製造・販売しておりますが、特定の国

または地域においては知的財産権による完全な保護が不可能な状況にあります。したがって、第三者が当社グ

ループの知的財産を使って類似した製品を製造することを防止できない可能性があります。

また、他社が保有または主張する特許などについては、その動向の把握に努めておりますが、当社グループの

使用する技術が、他社の保有する特許その他の技術的権利に全く抵触しないという保証はありません。

さらに、当社グループは、現在複数の企業と技術導入契約を結んでおりますが、これらの契約が将来にわたり

継続される保証はありません。

(8)製品の欠陥

当社グループは、各生産拠点において世界的に認められた品質管理基準に基づき、各製品の製造を行なってお

りますが、全ての製品について全く欠陥がなく、将来にわたりリコールや顧客企業からのクレームなどの事態が

発生しないという保証はありません。

また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカ

バーできるという保証はありません。

大規模なリコールや製造物責任賠償につながるような重大な製品の欠陥が発生した場合、顧客企業への補償や

対策費用などの費用発生に加え、市場における信用の低下などにより、当社グループの業績および財務状況に悪

影響が及ぶ可能性があります。

(9)新製品開発力

当社グループは顧客企業または市場のニーズに合わせた製品および要素技術の開発を常に行っており、また当

社グループの将来的な成長力の鍵は、こうした研究開発活動の成否にかかっていると考えております。しかしな

がら、エレクトロニクス業界のニーズは多様化しており、また技術や製品のサイクルも短くなってきておりま

す。当社グループが顧客企業または市場のニーズに合わせた製品をタイムリーに提供できない場合、または競合

他社に先んじられた場合には、当社グループは新製品の販売機会を失うか制限され、それまでの研究開発投資の

回収が困難になるなど、当社グループの業績および財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。

また、近年エレクトロニクス業界でも顕著になってきている標準化競争の如何や、当社グループおよび顧客企

業が基盤とする技術が主流となり得なかった場合には、当社グループが事業機会を失う場合もあります。

(10)人材の確保と育成

当社グループの競争力の源泉は、技術開発力、生産性、品質、営業力および効率的な経営ノウハウなどであ

り、これらを維持し、また継続的に発展させる人材の確保と育成は、当社グループの将来性を決定づける重要な

要素のひとつであります。したがって、係る人材、特に高度なスキルを持つエンジニアや特定の有資格者につい

て、その確保および育成ができなかった場合には、当社グループの将来の成長、財政状態および業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。
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(11)設備投資

当社グループは生産能力および研究開発力の維持・増大のため、設備投資を継続的に行なっておりますが、将

来の需要動向によりその額は変化し、財務状況およびキャッシュ・フローに重要な影響を及ぼす場合がありま

す。また、設備投資の結果増強した能力が、必ずしも業績に貢献しない場合も想定され、一方で、財務状況など

の制約により競争力維持に必要な投資がタイムリーにできない場合も考えられます。

当社グループは、コスト競争力と効率的な生産活動を追求し、半導体製品やＩＣ製品の前工程については、一

貫して国内の東北地方に生産拠点を集中させております。他社グループによるＯＥＭ供給や在庫の一定水準の保

有など、供給責任を果たすべく措置を取る一方で、当該生産拠点においては、日常の安全管理および危機管理の

ための対策を取っておりますが、予期せぬ天変地異、災害、停電などの事態が発生した場合、その影響を完全に

防止または軽減できない場合があります。

(12)公的規制等

当社グループは、事業を展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその他の理由による

輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な政府規制の適用を受けております。また、通商、

独占禁止、特許、消費者、租税、為替管制、環境・リサイクル関連の法規制の適用も受けております。当社グ

ループは事業活動を行うにあたり、これらの規制に細心の注意を払っておりますが、規制を遵守できなかった場

合、当社グループの活動が制限される可能性があり、さらにペナルティを課せられるなど発生費用の増加を伴

い、当社グループの業績および財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。

当社グループおよび当社グループの顧客企業が事業を行うにあたり、ＥＵ（欧州連合）によるＲoＨＳ指令（有

害物質使用制限に関する指令）をはじめ、環境問題に対応するための様々な規制が国や地域ごとに設けられてお

ります。当社グループは事業機会の確保のため、こうした規制に対する対策を積極的に進めておりますが、技術

やその他の制約により、規制に合致した対策が取れない可能性があります。対策が取れなかった場合、当社グ

ループは販売について規制を受けて事業機会を逸し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、規制に対

応するための費用が業績および財政状態を圧迫する可能性もあります。

 

(13)災害等のリスク

地震や台風など大規模な自然災害や火災等の事故災害、新型インフルエンザをはじめとした感染症によるパン

デミックの発生などにより、当社グループの建物や設備、従業員等が被害を受け操業停止せざるを得ない事象が

発生した場合は、業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、こうした事態に備えたＢＣＰ（事業継続計画）を策定し、災害等の発生時における影響を最

小限に留めるべく、リスク耐性の強化を図っております。
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５【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定または締結などはありません。

 

６【研究開発活動】

当社グループの研究開発体制は、おもに基礎研究および応用技術開発を担当する技術開発センターと、製品開発を

担当する各事業部門およびグループ会社の設計・開発部門で構成されております。

企業ミッション、「エネルギーの変換効率を極限まで追求することにより、人類と社会に貢献する」のもと、技術

開発センターでは当社グループの主要事業領域に新たな技術を移管していく取り組みを続けております。研究開発の

主要テーマは、当社グループの半導体デバイス分野におきましては、低損失技術の開発、高温動作対応および複合部

品化の技術開発など、また、パワーエレクトロニクス分野におきましては、高効率技術の開発、低ノイズ化の研究お

よび高密度実装開発などがあります。これらの研究課題を解決し、市場の要求および用途に適した新製品をタイム

リーに開発してまいります。さらに各事業本部の得意技術を活かし、シナジー効果による商品力強化を推進しており

ます。

 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は49億90百万円（売上高比5.1％）であり、各セグメン

トの主な成果および研究開発費は以下のとおりであります。

 

デバイス事業

当セグメントの研究開発活動として、ダイオード製品ではモビリティ市場向けを中心に製品ラインアップを拡充し

たほか、次世代半導体デバイスである1200ＶのＳｉＣ（炭化ケイ素）ショットキーバリアダイオードの開発を進めま

した。

スイッチング素子としては、新世代低耐圧ＭＯＳＦＥＴやトライアック製品の開発を行い、サイリスタ製品のライ

ンアップを拡充いたしました。また、ＩＣ製品でも電源用ＩＣのラインアップも拡充したほか、ＬＥＤ照明向け制御

ＩＣの開発を行い、量産を開始いたしました。

パワーモジュール製品では、産業機器向けや車載向けに開発を行い、量産を開始いたしました。さらに、次世代半

導体を搭載した、パワーモジュールについての研究開発も進めております。

当事業に係る研究開発費は20億81百万円であります。

 

電装事業

当セグメントの研究開発活動として、二輪車分野ではＡＳＥＡＮ地域における廉価モデルのスクーター向けアイド

リングストップ機能搭載ＥＣＵ（電子制御ユニット）を開発、派生モデルに製品展開をすると共に量産を開始するこ

とができました。また、次期モデルの開発を進めました。

四輪車分野では、近年開発を進めてきたシャーシ系ＥＣＵや小型・高効率車載電源の開発を行い、量産を開始いた

しました。既存のモデルを基本形とし、製品展開させた派生モデルの開発も行うと共に、各種機能を進化させた次期

モデルの開発を開始いたしました。

当事業に関わる研究開発費は12億13百万円であります。

 

新エネルギー事業

当セグメントの研究開発活動として、新エネルギー分野では、太陽光発電向けパワーコンディショナのラインアッ

プ拡充を行いました。また、パワーコンディショナのデータ収集、制御機能を備えた監視・計測装置を開発し、量産

準備を始めました。

ＥＶ／ＰＨＥＶ用充電器については、製品認証機関の基準に適合した壁掛けタイプの普通充電器の開発を行い、量

産を開始いたしました。

情報・通信分野では、高い給電効率と施工性向上を目的としたＨＶＤＣ（高電圧直流給電）システム向けに、ＨＶ

ＤＣ入力通信装置と従来の48Ｖ入力通信装置の両方に給電可能なデュアル出力の小容量ＨＶＤＣ電源装置を開発し、

量産を開始いたしました。

当事業に係る研究開発費は５億43百万円であります。

 

全社共通

全社共通に係る研究開発費は11億52百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成28年３月31日）現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積り計算のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券のその他有価証券のうち、時価のあるものについては、連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）により評価しておりま

す。時価のないものについては、移動平均法による原価法により評価しております。なお、減損処理にあたっ

ては、時価のあるものについては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

すべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。時価のないものについては、発行会社の財政状態の悪化により株式の実質価

額が著しく低下したと判断される場合、必要と認められた額について減損処理を行っております。

たな卸資産については、連結財務諸表提出会社および国内連結子会社においては、主として総平均法に基づ

く原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）で評価しております。在外

連結子会社においては、主として移動平均法に基づく低価法を採用しております。

②重要な引当金の計上基準

貸倒引当金については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会

計年度に帰属する額を計上しております。

製品保証引当金は、販売した製品に係る点検・保守作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個

別に見積もって計上しております。

③退職給付に係る会計処理の方法

（退職給付見込額の期間帰属方法）

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）による定額

法により費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

として13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

④繰延税金資産

繰延税金資産については、将来の回収可能性を十分に検討し回収可能な額を計上しております。
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(2)当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、1,331億１百万円（前期比９億円減）となりました。これは、主に受取手形及

び売掛金が減少したことなどによるものであります。

負債は823億49百万円（前期比50億円増）となりました。これは、主に製品保証引当金の増加によるものであ

ります。

純資産は、507億51百万円（前期比59億円減）となりました。これは、主に退職給付に係る調整累計額の減少

によるものであります。

以上の結果、１株当たり純資産は492円63銭となりました。

②連結損益及び包括利益計算書の分析

当連結会計年度の売上高は、981億10百万円（前期比9.4％減）となりました。損益面においては減収に加

え、電装事業および新エネルギー事業において合計49億10百万円の製品保証引当金を営業費用として計上した

ことにより、営業利益は７億99百万円（前期比89.6％減）となりました。

営業外費用においては、為替差損が発生したことなどにより、経常利益は４億５百万円（前期比94.8％

減）、親会社株主に帰属する当期純利益は２億５百万円（前期比96.1％減）となり、その他包括利益を加味し

た結果、包括利益は△48億76百万円（前期は90億68百万円のプラス）となりました。

 

(3)経営成績に重要な影響を与える要因と今後の見通し

主力製品のひとつである半導体製品やＩＣ製品などパワーデバイス分野において、世界経済悪化に伴う急激な

需要の減少や、原材料価格の高騰、競争激化、円高の進行など、外部環境の変化に影響を受けるリスクを伴って

おります。また、アジアを中心とする二輪車市場においては、カントリーリスクによる需要の急変、為替変動の

影響など不安定要素を孕んでおります。新エネルギー分野においては、国のエネルギー関連政策の見直しによる

需要の急変をはじめとした外部環境の変化や、競争激化などの影響を受けるリスクを伴っております。通信イン

フラ市場においては、製品の小型化による低価格化の進行など、競争がいっそう激しさを増しております。さら

に、各製品の生産拠点において、日常の安全管理および危機管理のための対策は取っておりますが、予期せぬ天

変地異、災害、停電などの事態が発生した場合、その影響を完全に防止または軽減できないことがあります。

これらの状況を踏まえ、当社グループは、中長期ビジョンに掲げる「半導体の活用による部品事業への転換と

高収益体質への挑戦」のもと持続的成長と企業価値向上に努めてまいります。

 

(4)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローで、前連結会計年度より13億93百万円多い104

億20百万円のプラスとなりました。これは、主に減価償却費や製品保証引当金などによるものであります。投資

活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より４億１百万円少ない58億84百万円の資金を使用いたし

ました。これは、主にデバイス事業の生産設備増強投資や維持更新投資および電装事業の生産増強投資を実施し

たことなどによるものであります。財務活動によるキャッシュ・フローでは、28億64百万円の資金を使用いたし

ました。これは、主に長期借入金の返済や社債の償還による支出があったことなどによるものであります。これ

により当社グループの有利子負債の残高は345億４百万円となり、前連結会計年度末に比べて16億29百万円減少い

たしました。また手元資金の残高は前連結会計年度末に比べて８億57百万円増加し、389億５百万円となりました

ので、必要な手元流動性は十分に確保されていると考えております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、成長分野へ経営リソースを集中させることに重点をおき、主に生産能力拡大投資や維持更新

投資などを実施し、グループ全体で66億79百万円の設備投資を実施いたしました。

セグメント別の設備投資は以下のとおりであります。

デバイス事業は、主に、㈱秋田新電元、㈱東根新電元、シンデンゲン・フィリピン・コーポレーションにおいて

生産能力拡大投資や維持更新投資を実施したことなどにより、26億41百万円の設備投資となりました。

電装事業は、主にピーティー・シンデンゲン・インドネシアの新工場建設をはじめ、生産能力拡大投資を実施した

ことなどにより、30億42百万円の設備投資となりました。

新エネルギー事業は、主に新電元スリーイー㈱において生産能力拡大投資を実施したことなどにより、１億23百

万円の設備投資となりました。

所要資金については、自己資金、銀行借入金および社債の発行により充当いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1)提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名
(所　在　地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装
置　及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

飯能工場、　　

本社、支店他

(埼玉県飯能市他)

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

生産設備、

研究開発

設備等

2,878 2,286
2,630

(174)
205 1,078 9,079

1,103

(147)

 

(2)国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

 
機械装置
及び
運搬具
 

 
土地

(面積千㎡)
 

リース
資産

その他 合計

㈱秋田新電元

大浦工場他

(秋田県由利

本荘市)

デバイス事業
半導体

生産設備等
1,592 1,124

630

(108)
118 158 3,623

534

(158)

㈱東根新電元

工場他

(山形県東根

市他)

デバイス事業
半導体

生産設備等
1,782 372

1,040

(65)
18 345 3,558

236

(69)

㈱岡部新電元

工場

(埼玉県深谷

市)

電装事業
電装品

生産設備等
26 249 － 3 11 290

145

(147)

新電元スリー

イー㈱

芦苅場工場

他

(埼玉県飯能

市他)

新エネルギー事業
電源

生産設備等
57 149

323

(22)
11 11 552

134

(270)

新電元デバイス

販売㈱

他計３社

本社他

(東京都千代

田区他)

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

器具備品等 22 － 28 － 3 54
67

(25)
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(3)在外子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

 
機械装置
及び
運搬具
 

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

ランプーン・シ

ンデンゲン・カ

ンパニー・リミ

テッド

工場

(タイ王国ラ

ンプーン

県)

デバイス事業
半導体

生産設備等
259 957

109

(51)
5 144 1,477

740

(13)

シンデンゲン・

フィリピン・

コーポレーショ

ン

工場

(フィリピン

共和国ラグ

ナ州)

デバイス事業
半導体

生産設備等
117 391

(リース

契約)

－

(28)

－ 133 641
625

(154)

シンデンゲン・

インディア・プ

ライベート・リ

ミテッド

工場他

(インド共和

国カルナタ

カ州他)

電装事業
電装品

生産設備等
598 635

(使用権

契約)

485

(20)

－ 22 1,741
60

(138)

シンデンゲン・

ベトナム・カン

パニー・リミ

テッド

工場

(ベトナム社

会主義共和

国フンイェ

ン省)

電装事業
電装品

生産設備等
493 435

(使用権

契約)

－

(30)

－ 18 947
358

(－)

ピーティー・シ

ンデンゲン・イ

ンドネシア

工場

(インドネシ

ア共和国西

ジャワ州)

電装事業
電装品

生産設備等
98 855

827

(47)
－ 896 2,677

133

(398)

広州新電元電器

有限公司

工場

(中華人民共

和国広州

市)

電装事業
電装品

生産設備等
78 213

(使用権

契約)

－

(24)

－ 7 298
301

(－)

シンデンゲン

（タイランド）

カンパニー・リ

ミテッド

工場

(タイ王国パ

トムタニ

県)

電装事業
電装品

生産設備等
420 910

41

(23)
－ 218 1,591

294

(68)

シンデンゲン・

アメリカ・イン

コーポレイテッ

ド

他計５社

本社他

(米国イリノ

イ州他)

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

器具備品等 1 2 － － 12 16
56

(1)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品ならびに建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税

等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均人員数を外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所 在 地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了
予定
年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社

飯能工場、　　　

本社、支店他

(埼玉県飯能市他）

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

生産設備、研

究開発設備等
4,903 －

自己資金・借入

金及びリース

平成28年

４月

平成29年

３月

㈱秋田新電元

大浦工場他

(秋田県由利本荘

市)

デバイス事業
半導体

生産設備等
821 －

自己資金・借入

金及びリース

平成28年

４月

平成29年

３月

㈱東根新電元
工場他

(山形県東根市他)
デバイス事業

半導体

生産設備等
396 －

自己資金・借入

金及びリース

平成28年

４月

平成29年

３月

㈱岡部新電元
工場

(埼玉県深谷市)
電装事業

電装品

生産設備等
456 －

自己資金・借入

金及びリース

平成28年

４月

平成29年

３月

新電元スリーイー

㈱

芦苅場工場他

(埼玉県飯能市他)
新エネルギー事業

電源

生産設備等
363 －

自己資金・借入

金及びリース

平成28年

４月

平成29年

３月

ランプーン・シン

デンゲン・カンパ

ニー・リミテッド

工場

(タイ王国ランプー

ン県)

デバイス事業
半導体

生産設備等
187 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

シンデンゲン・

フィリピン・コー

ポレーション

工場

(フィリピン共和国

ラグナ州)

デバイス事業
半導体

生産設備等
213 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

シンデンゲン・ベ

トナム・カンパ

ニー・リミテッド

工場

(ベトナム社会主義

共和国フンイ

ェン省)

電装事業
電装品

生産設備等
259 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

ピーティー・シン

デンゲン・インド

ネシア

工場

(インドネシア共和

国西ジャワ州)

電装事業
電装品

生産設備等
323 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

シンデンゲン・イ

ンディア・プライ

ベート・リミテッ

ド

工場他

(インド共和国カル

ナタカ州他)

電装事業
電装品

生産設備等
230 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

広州新電元電器有

限公司

工場

(中華人民共和国広

州市)

電装事業
電装品

生産設備等
189 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

シンデンゲン(タ

イランド)カンパ

ニー・リミテッド

工場

(タイ王国パトムタ

ニ県)

電装事業
電装品

生産設備等
213 －

自己資金及び

親会社借入金

平成28年

１月

平成28年

12月

新電元エンタープ

ライズ㈱

他計７社

本社他

(埼玉県飯能市他)

デバイス事業

電装事業

新エネルギー事業

その他

器具備品等 16 －
自己資金及び

リース

平成28年

１月及び

平成28年

４月

平成28年

12月及び

平成29年

３月

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 310,000,000

Ａ種優先株式 50,000,000

Ｂ種優先株式 50,000,000

 計 310,000,000

(注) 当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式310,000,000株、Ａ種優先株式50,000,000株、Ｂ種優先株式

50,000,000株であり、合計では410,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、310,000,000株とする旨

定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法

上要求されておりません。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成28年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 103,388,848 103,388,848
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 103,388,848 103,388,848 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年２月14日

（注）１
△5,681 109,069 － 17,823 － 6,031

平成25年６月28日

（注）２
△5,681 103,388 － 17,823 － 6,031

（注）１．自己株式（Ａ種優先株式）の消却による減少であります。

２．自己株式（Ａ種優先株式）の消却による減少であります。

 

（６）【所有者別状況】

 平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株式

の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 38 34 103 155 － 5,058 5,388 －

所有株式数（単元） － 29,724 982 30,443 22,273 － 19,550 102,972 416,848

所有株式数の割合

（％）
－ 28.87 0.95 29.56 21.63 － 18.99 100 －

（注）１．自己株式368,447株は「個人その他」に368単元、および「単元未満株式の状況」に447株含めて記載してお

ります。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は367,447株であります。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１号 13,363 12.92

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－１ 9,800 9.47

損害保険ジャパン日本興亜株式会

社
東京都新宿区西新宿１丁目２６番１号 3,689 3.56

みずほ信託銀行株式会社　退職

給付信託　みずほ銀行口　再信

託受託者　資産管理サービス信

託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１２　晴海アイ

ランド　トリトンスクエア　オフィスタワー

Ｚ棟

3,568 3.45

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 3,471 3.35

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町２丁目６－１

（東京都中央区晴海１丁目８－１２　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟）

3,255 3.14

新電元工業協力会社持株会 東京都千代田区大手町２丁目２－１ 2,104 2.03

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口４）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 2,045 1.97

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４－１ 1,857 1.79

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡ

ＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ

ＭＰＡＮＹ

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥＴ，　

ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ　０２１１１

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

1,816 1.75

計 － 44,970 43.50

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口４）の所有株式数は、信託業務に係るものであります。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会

社の持株数3,568千株は、株式会社みずほ銀行からみずほ信託銀行株式会社へ委託された信託財産を同行へ再

信託されたものであります。信託約款上、議決権の行使および処分権については株式会社みずほ銀行が指図

権を留保しております。

３．平成27年12月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、損害保険ジャパン日本興亜株式

会社及びその共同保有者である損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社が平成27年12月15日現

在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として期末時点における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

損害保険ジャパン日本興亜

株式会社
東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 株式 3,689,000 3.57

損保ジャパン日本興亜アセッ

トマネジメント株式会社

東京都中央区日本橋２丁目２番１６号

共立日本橋ビル
株式 2,982,000 2.88
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     367,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 102,605,000 102,605
同上

（注）

単元未満株式 普通株式     416,848 － －

発行済株式総数 103,388,848 － －

総株主の議決権 － 102,605 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２－１

普通株式

367,000
－

普通株式

367,000
0.35

計 －
普通株式

367,000
－

普通株式

367,000
0.35

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権１個）

あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めており

ます。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 10,890 5,692,366

当期間における取得自己株式 872 357,300

（注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 367,447 － 368,319 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及

び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置付けており、業界における競争力を維

持・強化するための内部留保、株主資本利益率の水準、業績などを総合的に勘案して成果の配分を行っていくことを

基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、中

間および期末の年２回行うことを基本としております。中間配当は９月30日を基準日として取締役会で決議し、期末

配当は３月31日を基準日として定時株主総会で決議することとしております。

 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類 １株当たり配当額 配当金の総額

平成28年６月29日

定時株主総会決議
普通株式 12円50銭 1,287,767,513円

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 406 399 739 781 698

最低（円） 266 144 336 390 310

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 489 500 515 491 445 432

最低（円） 377 431 436 377 310 348

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

代表取締役
 鈴木　吉憲 昭和32年５月21日

昭和57年４月 当社入社

平成８年３月 シンデンゲン・シンガポール・ピーティー

イー・リミテッド取締役社長

平成11年４月 電子デバイス事業本部半導体事業部デバイ

ス海外営業部長

平成12年４月 電子デバイス事業本部販売事業部デバイス

海外営業部長

平成14年４月 電子デバイス事業本部販売事業部営業企画

部長

平成15年４月 営業本部民生電子販売事業部第２営業部長

平成17年４月 営業本部共通販売統括室大阪支店長

平成18年４月 電子デバイス営業本部共通販売事業部大阪

支店長

平成19年４月 電子デバイス事業本部電子デバイス販売事

業部長

平成20年６月 執行役員

電子デバイス事業本部副本部長兼電子デバ

イス事業本部電子デバイス販売事業部長

平成21年２月 執行役員

経営企画室長

平成21年６月 取締役兼執行役員

経営企画室長

平成24年６月 取締役兼執行役員

海外販売・共通販売担当

平成25年４月 取締役兼執行役員

営業本部長

平成25年６月 取締役兼執行役員

販売・電装事業担当

平成26年６月 取締役兼上席執行役員

販売・電装事業担当

平成27年４月 取締役兼上席執行役員

新電元デバイス販売㈱代表取締役社長

平成27年６月 取締役兼上席執行役員

事業構造改革担当兼新電元デバイス販売㈱

代表取締役社長

平成28年４月 代表取締役社長（現）

(注)３
普通株式
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取締役

(常務執行役員)

工場長兼事業構

造改革・資材・

物流・磁性部品

担当

佐々木　延幸昭和29年７月１日

昭和53年４月 当社入社

平成11年４月 電子デバイス事業本部アクチュエータ事業

部技術部長

平成13年４月 電装事業本部アクチュエータ事業部技術部

長

平成15年４月 電子デバイス事業本部電子デバイス事業管

理室生産部長

平成16年４月 電子デバイス事業本部半導体事業部第一開

発部長

平成18年４月 電子デバイス事業本部半導体事業部長兼電

子デバイス事業本部半導体事業部品質保証

部長

平成21年10月 電子デバイス事業本部電子デバイス事業部

長

平成22年６月 執行役員

㈱秋田新電元代表取締役社長兼ⅤＱプロ

ジェクト担当

平成22年10月 執行役員

㈱秋田新電元代表取締役社長兼ⅤＱプロ

ジェクト長

平成25年４月 執行役員

㈱秋田新電元代表取締役社長

平成25年６月 上席執行役員

㈱秋田新電元代表取締役社長

平成26年６月 取締役兼常務執行役員

工場長兼工場管理・環境管理・資材・物

流・磁性部品担当

平成27年６月 取締役兼常務執行役員

工場長兼資材・物流・磁性部品担当

平成28年４月 取締役兼常務執行役員（現）

工場長兼事業構造改革・資材・物流・磁性

部品担当（現）

(注)３
普通株式

23

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

30/96



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

(常務執行役員)

経営企画室長兼

経理・管理部門

担当

根岸　康美 昭和33年10月８日

昭和57年４月 当社入社

平成16年11月 経理部長

平成21年２月 人事部長

平成21年４月 人事部長兼研修センター長

平成24年６月 取締役兼執行役員

経営企画室長兼人事・総務・研修センター

担当

平成24年10月 取締役兼執行役員

経営企画室長兼人事・総務・人材開発担当

平成27年６月 取締役兼上席執行役員

経営企画室長兼人事・総務・人材開発担当

平成27年７月 取締役兼上席執行役員

経営企画室長兼人事・総務・人材開発担当

兼新電元エンタープライズ㈱代表取締役社

長

平成28年４月 取締役兼常務執行役員（現）

経営企画室長兼経理・管理部門担当（現）

(注)３
普通株式
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取締役

(上席執行役員)

技術・生産・品

質担当
堀口　健治 昭和34年11月16日

昭和58年４月 当社入社

平成12年４月 機能デバイス事業本部機能デバイス事業部

デバイス設計部長

平成15年10月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部

副事業部長兼電子デバイス事業本部機能デ

バイス事業部設計部長

平成17年４月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部

長兼電子デバイス事業本部機能デバイス事

業部設計部長

平成18年４月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部

長

平成20年４月 技術開発本部ＩＣ開発センター長

平成21年４月 技術開発センター副センター長

平成22年６月 執行役員

㈱東根新電元代表取締役社長

平成24年６月 執行役員

㈱東根新電元代表取締役社長兼ＳＰＩＳプ

ロジェクト担当

平成25年３月 執行役員

㈱東根新電元代表取締役社長兼ＳＰＩＳプ

ロジェクト長兼ＳＰＩＳプロジェクト担当

平成25年４月 執行役員

㈱東根新電元代表取締役社長

平成25年６月 取締役兼執行役員

技術・生産・品質・知的財産・パワーモ

ジュール製品担当

平成26年６月 取締役兼執行役員

技術開発センター長兼技術・生産・品質・

知的財産・パワーモジュール製品担当

平成27年６月 取締役兼執行役員

技術・生産・品質担当

平成28年４月 取締役兼上席執行役員（現）

技術・生産・品質担当（現）

(注)３
普通株式
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取締役

 
 山田　一郎 昭和24年８月１日

昭和49年４月 日本電信電話公社武蔵野電気通信研究所入

社

昭和60年９月 工学博士（東京大学）

平成５年１月 日本電信電話（株）総合企画本部・技術調

査部担当部長（技術支援分門長）

平成７年２月 同社ＮＴＴ境界領域研究所通信エネルギー

研究部長

平成11年１月 同社ＮＴＴ通信エネルギー研究所エネル

ギーシステム研究部長

平成12年７月 同社ＮＴＴ生活環境研究所長

平成14年７月 東京大学大学院工学系研究科教授

平成21年５月 同大学副学長（環境安全担当）

平成24年４月 同大学大学院新領域創成科学研究科教授

平成26年６月 当社取締役（現）

平成27年６月 東京大学名誉教授（現）

(注)３
普通株式
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

 
 橋元　秀行 昭和39年１月25日

平成３年10月 中央新光監査法人入所

平成７年４月 公認会計士登録

平成12年１月 橋元公認会計士事務所開設

平成12年４月 税理士登録

平成19年５月 東陽監査法人入所

平成26年６月 東陽監査法人　代表社員（現）

平成27年６月 当社取締役（現）

(注)３ －

常勤

監査役
 肥後　良明 昭和30年７月12日

昭和54年４月 当社入社

平成13年４月 東北営業所長

平成15年４月 総務人事部長

平成16年４月 人事部長

平成21年２月 名古屋支店長

平成22年４月 西日本支社長

平成25年６月 執行役員

株式会社東根新電元代表取締役社長

平成27年６月 常勤監査役（現）

(注)４
普通株式
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監査役  沖本　隆史 昭和25年11月14日

昭和48年４月 ㈱第一勧業銀行入行

平成13年６月 同行執行役員

平成14年４月 ㈱みずほコーポレート銀行執行役員

平成14年10月 同行常務執行役員

平成17年４月 同行取締役副頭取(代表取締役)

平成19年４月 ㈱オリエントコーポレーション顧問

平成19年６月 同社代表取締役会長兼会長執行役員

平成23年６月 清和綜合建物㈱会長

平成24年６月 中央不動産㈱代表取締役社長

平成25年６月 当社監査役（現）

平成27年６月 中央不動産㈱代表取締役会長（現）

(注)５ －

監査役  三宅　雄一郎昭和22年８月８日
昭和47年４月 弁護士登録（東京弁護士会）・開業（現）

平成15年６月 当社監査役（現）
(注)４

普通株式

85

計   

（注）１．取締役山田一郎および橋元秀行の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役沖本隆史および三宅雄一郎の両氏は、社外監査役であります。

３．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成25年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．上記を除く執行役員の状況は、次のとおりであります。

役名 氏名 職名

上席執行役員 白羽　 真 新エネルギー事業本部長　兼　ＣＳＲ担当

上席執行役員 新関　清司 電装事業本部長

上席執行役員 田中　信吉 電子デバイス事業本部長　兼　営業本部長

執行役員 田中　裕明 ㈱東根新電元　代表取締役社長

執行役員 受川　　修 経理・財務・内部監査担当

執行役員 古川　直之 電装事業本部副本部長　兼　電装事業本部営業部長

執行役員 児玉　光司 電装事業本部副本部長　兼　電装事業本部電装事業部長

執行役員 西　　智昭 電子デバイス事業本部副本部長

執行役員 小島　卓也
人事・総務・人材開発・情報システム担当　兼　人事部長

兼　人材開発部長　兼　新電元エンタープライズ株式会社　代表取締役社長

執行役員 佐々木　正博 技術開発センター長　兼　新エネルギー技術開発・知的財産担当

執行役員 福永　正仁 営業本部副本部長

執行役員 松尾　博文 株式会社秋田新電元　代表取締役社長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の透明性やコンプライアンスを含めてコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求めら

れるなか、経営環境の急激な変化に迅速かつ的確に対応できるよう経営システムを維持、向上させていくことを

基本方針としております。

 

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

当社は、取締役の任期を１年とし、取締役の経営責任を明確にして、経営体質の強化を図っておりま

す。また、経営の意思決定と業務執行を分離するため執行役員制を導入し、業務執行のスピードアップを

図り、効率的な経営を進めるとともに、取締役会における監督機能強化に努めております。経営と執行の

分離により、意思決定の迅速化と監視機能強化の両立を図り、監査役会が独立した立場で監査すること

で、内部統制システムの有効性を高めております。経営管理機構としましては、取締役会、経営会議、監

査役会、および技術・品質政策会議、本部長会、事業部長会などの各種会議体を機能的に運営し、迅速な

意思決定、効率的な事業活動により、有機的なグループ経営を追求しております。さらに、代表取締役社

長を委員長とするＣＳＲ委員会、ＢＣＭ委員会を設置し、社会貢献活動の推進や災害等の発生時における

影響を最小限に留める体制を整えております。情報開示につきましては、経営の公正性・透明性を高める

べく、ＩＲ活動の強化に努めております。

 

 

コーポレート・ガバナンスの模式図

 

 

 

ロ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

コンプライアンスのための体制を含む内部統制システムに関して、内部監査部門により当社グループの

整備方針・計画の実行状況について内部監査を実施し、取締役会および監査役会への定期報告を実施して

おります。またコンプライアンス委員会および関連規定を整備し、コンプライアンス違反の予防、違反発

生時の対処手順を定義しております。
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・リスク管理体制の整備の状況

会社における個々の損失の危険(環境、災害、品質、輸出管理等のリスク)については、それぞれのリス

クを管理する取締役の指示のもと、対応部署が各規定·規則類を整備し、リスクの評価・予防、施策の実

行、教育、監査等を実施しているほか、必要に応じ組織横断的な専門委員会を設置する体制を整えており

ます。また、内部監査部門により、企業集団におけるリスク·マネジメントが有効に機能しているか、マ

ニュアルを制定し、その実行状況を監視しています。

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の業務の適正を確保するための体制整備については、「新電元グループ行動指針」の周知徹底を

図るほか、「子会社管理規定」を定め、各事業部門および各種委員会を通じて、子会社は親会社が必要と

する資料提出等により、業務および財務の状況、事業計画に対する進捗等の報告を行うことで、グループ

一体となった運営を行っています。監査役は、独立した立場から、子会社について、内部統制システムの

整備・運用状況を含め監査職務を遂行します。さらに企業集団としての内部通報制度(企業倫理ホットライ

ン)により、子会社における法令違反等を未然に防ぐ体制をとっております。

 

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める

最低責任限度額であります。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

当社は、監査役制度を採用しておりますが、社外監査役が過半数となる体制（常勤監査役１名、社外監査役

２名）により、独立性を維持しながら業務執行の公正なチェックに努めております。さらに、専任の監査ス

タッフを置き、監査体制の強化を図っております。また、内部監査部を設置し、当社およびグループ各社にお

ける経営諸活動の遂行状況を監査しております。内部監査部および監査役監査との関係については、四半期毎

に定期会合を設け、財務報告に係る内部統制の監査状況やリスク管理状況などの報告を通じ、法令規則に基づ

く適正な監査体制維持・強化に努めております。

 

③社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

当社は、多様な分野での経験や知見、専門性の高い知識等を有する者を社外取締役又は社外監査役として選

任しておりますが、現状では予め独立性に関する個別の基準は設けておりません。

 

社外取締役である山田一郎氏は、大学院教授としての専門的な知識や豊富な経験を活かし、経営に関して有

益な助言いただけることを期待し選任しております。同氏は、平成27年３月まで当社が共同研究を実施してい

る東京大学の大学院教授でありましたが、取引等の規模は僅少であり、独立性の観点から重要な影響を及ぼす

ものではありません。同氏は過去において主要取引先である日本電信電話株式会社に勤務しておりましたが、

退職後10年以上経過しており、独立性の観点から重要な影響を及ぼすものではありません。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。

 

社外取締役である橋元秀行氏は、公認会計士および税理士としての専門的な知識や豊富な経験を活かし、経

営に関して有益な助言をいただけることを期待し選任しております。

同氏と当社は平成27年５月まで経理業務に関する顧問契約を締結しておりましたが、同氏への支払報酬額は

僅少であり、独立性の観点から重要な影響を及ぼすものではありません。同氏は過去において旧中央青山監査

法人に勤務し、当社監査を担当しておりましたが、退職後10年以上経過しており、独立性の観点から重要な影

響を及ぼすものではありません。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。

 

社外監査役の沖本隆史氏は、金融機関における長年の経験を有するとともに、経営者としての豊富な経験と

幅広く高度な見識を反映した的確な監査を遂行いただけることを期待し選任しております。

同氏は当社の主要取引銀行である株式会社みずほ銀行の前身のひとつである株式会社第一勧業銀行の出身で

あります。株式会社みずほ銀行は当社の主要取引銀行であり、当社と同行との間には、平成28年３月末時点に

おいて同行が当社普通株式の3.45％につき指図権を留保する資本的関係があります。当社も同行の親会社であ

る株式会社みずほフィナンシャルグループの株式を保有しておりますが、主要株主には該当しておりません。

当社グループは同行から借入を行っておりますが、一般の取引条件と同様であります。
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また、同氏は、当社の大株主である中央不動産株式会社の代表取締役会長であります。当社も同社の株式を

保有しておりますが、主要株主には該当しておりません。当社と同社との間には不動産賃貸借等の取引があり

ますが、一般の取引条件と同様であります。また、現在において株式会社神戸製鋼所の社外監査役を兼務して

おり、平成27年６月22日まで富士通株式会社の社外取締役でありました。当社と富士通株式会社との間には製

品販売等の取引関係がありますが、一般の取引条件と同様であります。

 

社外監査役の三宅雄一郎氏は、弁護士として企業法務に関する豊富な知識・経験を有するとともに、国内他

企業の社外役員を歴任している経験を活かし、公正・中立的な視点からの経営監視機能を果たしていただける

ことを期待し選任しております。

なお、同氏は当社の株式85千株を保有しておりますが、当社の株主と同氏の間で利益相反が生じるおそれは

ないものと判断しております。

同氏は、山洋電気株式会社および旭有機材株式会社の社外取締役、株式会社タダノの社外監査役を兼務して

おります。当社と山洋電気株式会社との間には製品販売等の取引関係がありますが、一般の取引条件と同様で

あります。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。

 

監査役等と会計監査人（新日本有限責任監査法人）の連携状況は、年間監査計画や期中・期末の監査結果な

ど定期的な会合にてヒアリングを行い、都度連携し適正な監査を実施しております。監査役等および内部監査

部は、当社および当社グループ各社における経営諸活動の遂行状況について監査しており、監査計画や活動状

況の報告など定期的な会合をはじめ都度連携し、適正な監査を実施しております。さらに、監査役等および内

部監査部は、法令規定に基づく会計監査人監査と連携・調整を図り、効率的な監査を実施しております。

 

④会計監査の状況

当期における当社の会計監査業務を執行した公認会計士、会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおり

であります。

会計監査業務を執行した公認会計士

麻生　和孝　　　新日本有限責任監査法人

唐澤　正幸　　　新日本有限責任監査法人

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　14名

その他　　　　17名

 

⑤役員報酬

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
110 110 － － － 7

監査役

（社外監査役を除く。）
30 30 － － － 2

社外役員 31 31 － － － 4

（注）使用人兼務取締役の使用人分給与のうち重要なものが存在しないため、取締役の報酬等の総額には含めて

おりません。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、株主総会で決議された上限額の範囲

内において、役位、在勤年数などを基にして月額基準を定めた内規に従い、取締役については取締役会、

監査役については監査役の協議に基づいてこれを決定するものであります。なお、報酬は毎月一定額を支

給することとしておりますが、業績不振の場合には報酬カットを実施し、業績が好調の場合には役員賞与

を支給する等、業績に連動した形で運用しております。

 

⑦会社と社外取締役、社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

当社と社外取締役との関係は以下のとおりであります。

・山田　一郎　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　所有株式数　　２千株
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・橋元　秀行　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　所有株式数　　－千株

当社と社外監査役との関係は以下のとおりであります。

・沖本　隆史　　　当社大株主の代表取締役　　　　　　所有株式数　　－千株

・三宅　雄一郎　　　　　　　－　　　　　　　　　　　所有株式数　　85千株

2)取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

3)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
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4)株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額(非上場株

式含む)

30銘柄　10,608百万円

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

本田技研工業㈱ 2,240,000 8,742 取引関係の維持・強化

東京センチュリーリース㈱ 157,050 574 取引関係の維持・強化

デンヨー㈱ 280,000 502 取引関係の維持・強化

シークス㈱ 134,400 402 取引関係の維持・強化

㈱安藤・間 530,000 364 取引関係の維持・強化

日本電信電話㈱ 45,000 332 取引関係の維持・強化

澁澤倉庫㈱ 850,000 291 取引関係の維持・強化

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 130,000 271 取引関係の維持・強化

㈱ルネサスイーストン 330,000 201 取引関係の維持・強化

損保ジャパン日本興亜ホールディングス㈱ 45,000 168 取引関係の維持・強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 552,000 116 取引関係の維持・強化

㈱山形銀行 204,000 103 取引関係の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 114,000 84 取引関係の維持・強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 15,800 72 取引関係の維持・強化

加賀電子㈱ 35,300 51 取引関係の維持・強化

日本シイエムケイ㈱ 75,700 23 取引関係の維持・強化

㈱りそなホールディングス 35,700 21 取引関係の維持・強化

㈱武蔵野銀行 3,700 14 取引関係の維持・強化

㈱リョーサン 1,300 3 取引関係の維持・強化

岩崎通信機㈱ 33,000 3 取引関係の維持・強化

オリジン電気㈱ 5,000 2 取引関係の維持・強化

㈱東和銀行 16,000 1 取引関係の維持・強化

富士通コンポーネント㈱ 2,700 1 取引関係の維持・強化
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

本田技研工業㈱ 2,240,000 6,912 取引関係の維持・強化

東京センチュリーリース㈱ 157,050 655 取引関係の維持・強化

シークス㈱ 134,400 463 取引関係の維持・強化

日本電信電話㈱ 90,000 436 取引関係の維持・強化

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 130,000 331 取引関係の維持・強化

デンヨー㈱ 280,000 324 取引関係の維持・強化

㈱ルネサスイーストン 748,400 322 取引関係の維持・強化

㈱安藤・間 530,000 290 取引関係の維持・強化

澁澤倉庫㈱ 850,000 245 取引関係の維持・強化

損保ジャパン日本興亜ホールディングス㈱ 45,000 143 取引関係の維持・強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 552,000 92 取引関係の維持・強化

㈱山形銀行 204,000 87 取引関係の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 114,000 59 取引関係の維持・強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 15,800 53 取引関係の維持・強化

加賀電子㈱ 35,300 50 取引関係の維持・強化

日本シイエムケイ㈱ 75,700 33 取引関係の維持・強化

㈱りそなホールディングス 35,700 14 取引関係の維持・強化

㈱武蔵野銀行 3,700 10 取引関係の維持・強化

㈱リョーサン 1,300 3 取引関係の維持・強化

岩崎通信機㈱ 33,000 2 取引関係の維持・強化

㈱東和銀行 16,000 1 取引関係の維持・強化
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③保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

 

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 － － － － －

 

5)自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とするもので

あります。

6)中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨定款に定

めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

7)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 56 － 56 －

連結子会社 － － － －

計 56 － 56 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査公認会計士等に対する監査報酬は、代表取締役が監査役会の同意を得て、規模・監査日数等を勘案した

上、決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。）に基づいて作成しております。

 

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、開示体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、定期的に

企業会計基準委員会が主催するセミナーに参加し、連結財務諸表等の開示に関する情報を適時に入手しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,337 34,180

受取手形及び売掛金 22,287 19,507

有価証券 5,000 5,000

商品及び製品 7,604 7,616

仕掛品 3,740 3,529

原材料及び貯蔵品 10,096 9,291

繰延税金資産 1,429 1,109

その他 3,322 4,912

貸倒引当金 △33 △30

流動資産合計 86,784 85,117

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 9,223 ※１ 8,426

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 8,466 ※１ 8,581

土地 5,395 6,117

リース資産（純額） ※１ 400 ※１ 362

建設仮勘定 933 1,662

その他（純額） ※１ 1,674 ※１ 1,399

有形固定資産合計 26,093 26,550

無形固定資産   

のれん 85 50

ソフトウエア 563 680

リース資産 100 25

その他 473 324

無形固定資産合計 1,223 1,081

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 14,661 ※２ 12,794

繰延税金資産 4,529 6,938

その他 ※２ 772 ※２ 670

貸倒引当金 △63 △52

投資その他の資産合計 19,900 20,350

固定資産合計 47,217 47,983

資産合計 134,002 133,101
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,856 15,779

短期借入金 7,628 7,438

1年内償還予定の社債 400 2,475

リース債務 232 163

未払法人税等 936 115

賞与引当金 1,039 945

その他 3,641 6,980

流動負債合計 31,735 33,898

固定負債   

社債 2,900 925

長期借入金 24,658 23,239

リース債務 314 262

繰延税金負債 51 83

退職給付に係る負債 14,931 17,588

製品保証引当金 2,518 6,184

資産除去債務 147 141

その他 82 25

固定負債合計 45,602 48,450

負債合計 77,337 82,349

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 7,738 7,738

利益剰余金 27,747 26,922

自己株式 △123 △129

株主資本合計 53,185 52,354

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,113 1,766

為替換算調整勘定 1,519 △42

退職給付に係る調整累計額 △1,154 △3,326

その他の包括利益累計額合計 3,478 △1,603

純資産合計 56,664 50,751

負債純資産合計 134,002 133,101
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②【連結損益及び包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 108,255 98,110

売上原価 ※２,※５ 87,648 ※２,※５ 85,051

売上総利益 20,607 13,058

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 12,933 ※１,※２ 12,258

営業利益 7,673 799

営業外収益   

受取利息 82 102

受取配当金 264 275

為替差益 798 －

受取ロイヤリティー 100 109

持分法による投資利益 270 223

その他 152 230

営業外収益合計 1,668 941

営業外費用   

支払利息 604 497

為替差損 － 606

退職給付会計基準変更時差異の処理額 618 －

その他 257 231

営業外費用合計 1,480 1,335

経常利益 7,861 405

特別損失   

事業構造改善費用 － ※３ 200

減損損失 － ※４ 38

特別損失合計 － 239

税金等調整前当期純利益 7,861 166

法人税、住民税及び事業税 2,739 382

法人税等調整額 △130 △421

法人税等合計 2,608 △38

当期純利益 5,252 205

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益 5,252 205

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,036 △1,347

為替換算調整勘定 1,730 △1,358

退職給付に係る調整額 898 △2,172

持分法適用会社に対する持分相当額 150 △203

その他の包括利益合計 ※６ 3,815 ※６ △5,081

包括利益 9,068 △4,876

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 9,068 △4,876

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 17,823 7,738 24,333 △118 49,776 2,077 △138 △2,052 △113 49,662

会計方針の変更による
累積的影響額

  △699  △699     △699

会計方針の変更を
反映した当期首残高

17,823 7,738 23,634 △118 49,077 2,077 △138 △2,052 △113 48,963

当期変動額           

剰余金の配当   △1,030  △1,030     △1,030

親会社株主に帰属する
当期純利益

  5,252  5,252     5,252

連結範囲の変動   △108  △108     △108

自己株式の取得    △4 △4     △4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     1,036 1,658 898 3,592 3,592

当期変動額合計 － － 4,113 △4 4,108 1,036 1,658 898 3,592 7,701

当期末残高 17,823 7,738 27,747 △123 53,185 3,113 1,519 △1,154 3,478 56,664

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 17,823 7,738 27,747 △123 53,185 3,113 1,519 △1,154 3,478 56,664

会計方針の変更による
累積的影響額

    －     －

会計方針の変更を
反映した当期首残高

17,823 7,738 27,747 △123 53,185 3,113 1,519 △1,154 3,478 56,664

当期変動額           

剰余金の配当   △1,030  △1,030     △1,030

親会社株主に帰属する
当期純利益

  205  205     205

連結範囲の変動     －     －

自己株式の取得    △5 △5     △5

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     △1,347 △1,562 △2,172 △5,081 △5,081

当期変動額合計 － － △825 △5 △830 △1,347 △1,562 △2,172 △5,081 △5,912

当期末残高 17,823 7,738 26,922 △129 52,354 1,766 △42 △3,326 △1,603 50,751
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,861 166

減価償却費 5,157 5,070

社債発行費 14 13

減損損失 － 38

賞与引当金の増減額（△は減少） △31 △93

製品保証引当金の増減額（△は減少） 2,518 3,666

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 872 △465

受取利息及び受取配当金 △346 △377

支払利息 604 497

売上債権の増減額（△は増加） 2,551 2,540

たな卸資産の増減額（△は増加） 975 117

未収消費税等の増減額（△は増加） △742 △259

未収入金の増減額（△は増加） 148 48

仕入債務の増減額（△は減少） △2,792 △1,177

有形固定資産除却損 97 37

その他 △3,044 2,928

小計 13,846 12,752

利息及び配当金の受取額 399 450

利息の支払額 △611 △498

法人税等の支払額 △4,607 △2,282

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,027 10,420

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △0 △200

投資有価証券の売却による収入 3 11

関係会社出資金の払込による支出 △102 －

有形固定資産の取得による支出 △5,982 △5,526

有形固定資産の売却による収入 76 29

無形固定資産の取得による支出 △266 △294

その他 △13 97

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,285 △5,884

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 0 0

長期借入れによる収入 6,000 6,000

長期借入金の返済による支出 △7,964 △7,630

社債の発行による収入 485 486

社債の償還による支出 △3,400 △400

自己株式の取得による支出 △4 △5

リース債務の返済による支出 △627 △284

配当金の支払額 △1,030 △1,030

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,540 △2,864

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,198 △814

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,601 857

現金及び現金同等物の期首残高 39,803 38,047

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 845 －

現金及び現金同等物の期末残高 38,047 38,905
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　　　19社

主要な連結子会社の名称

㈱秋田新電元

㈱東根新電元

㈱岡部新電元

ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッド

シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド

　なお、連結子会社の㈱新電元ロジステックは新エネルギー関連事業を連結子会社の新電元スリーイー㈱に

吸収分割および連結子会社の㈱東根新電元へ吸収合併しております。

 

(2)主要な非連結子会社の名称等

シンデンゲン・ラオス・カンパニー・リミテッド

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社２社は、いずれも小規模会社で、その総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用する関連会社の数　　　2社

主要な持分法適用関連会社の名称

新電元メカトロニクス㈱

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

主要な非連結子会社の名称

シンデンゲン・ラオス・カンパニー・リミテッド

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社２社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・フィリピン・コーポレーション 12月31日

ピーティー・シンデンゲン・インドネシア 12月31日

広州新電元電器有限公司 12月31日

シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・ベトナム・カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・アメリカ・インコーポレイテッド 12月31日

新電元（香港）有限公司 12月31日

シンデンゲン・ユーケー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッド 12月31日

新電元（上海）電器有限公司 12月31日

連結決算日との差異は、３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係わる財務諸表を基礎として連結を

行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドにつ

いては同日現在の財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

りましたが、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成27年１月１日から平成28年３月

31日までの15か月間を連結しております。
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４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社

主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）で評価しております。

在外連結子会社

主として移動平均法に基づく低価法を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。なお、一部在外子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　３～50年

機械装置　４～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

②賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属す

る額を計上しております。

③製品保証引当金

販売した製品に係る点検・保守作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もって計上

しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。
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(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(6)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金の利息

③ヘッジ方針

有利子負債の将来の市場金利の変動による損失を軽減する目的で金利スワップ取引を利用しており、投機目

的の取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(7)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法を採用しております。

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(9)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法については、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸

表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計

基準第７号　平成25年９月13日）等を適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映

させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替を行っております。
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（表示方法の変更）

（連結損益及び包括利益計算書）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取ロイヤリティー」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、営業外収益の「その他」に表示していた

252百万円は、「受取ロイヤリティー」100百万円、「その他」152百万円として組み替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「投

資有価証券の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・フローの

の「その他」に表示していた△14百万円は、「投資有価証券の取得による支出」△０百万円、「その他」△13

百万円として組み替えております。

 

 

（連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

85,211百万円 83,206百万円

 

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 2,222百万円 2,181百万円

投資その他の資産その他（出資金） 102 102

 

　３．連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

従業員住宅資金借入口 84百万円 68百万円

   
 

（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

運搬費 2,347百万円 2,041百万円

給料 2,483 2,496

賞与引当金繰入額 159 141

退職給付費用 388 320

役員退職慰労引当金繰入額 15 0

研究開発費 2,735 2,445

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

5,377百万円 4,990百万円

 

 

 

※３．事業構造改善費用は次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

固定資産破棄損 － 83百万円

特別退職金 － 80

棚卸資産除却損 － 23

その他 － 12

 

 

※４．減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

新エネルギー用電源検査装置 工具器具備品等 埼玉県飯能市等 30

遊休資産 建物 山梨県甲府市 8

 

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　検査装置及び遊休資産については、当事業年度において、収益性が低下したため帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

種類  金額 (百万円)

工具器具備品 26

建物 9

ソフトウェア 2

機械及び装置 0

 合計 38

 

(4) 資産のグルーピングの方法

　管理会計上の区分を基礎とし、製造工程の類似性等によるキャッシュ・フローの相互補完性を加味

して資産のグルーピングを行っております。

 

(5) 回収可能価額の算定方法等

　検査装置の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額を使用しておりま

す。使用価値の算定にあたっては、割引率として5.79％を用いております。

　遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により算定しております。

 

※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日

　　至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

547百万円 773百万円
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※６．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 1,353百万円 △2,013百万円

組替調整額 △2 △3

税効果調整前 1,351 △2,017

税効果額 △314 669

その他有価証券評価差額金 1,036 △1,347

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1,730 △1,358

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 452 △3,409

組替調整額 1,063 275

税効果調整前 1,516 △3,134

税効果額 △618 962

退職給付に係る調整額 898 △2,172

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 150 △203

組替調整額 － －

税効果調整前 150 △203

税効果額 0 0

持分法適用会社に対する持分相当額 150 △203

その他の包括利益合計 3,815 △5,081
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 103,388 － － 103,388

合計 103,388 － － 103,388

自己株式     

普通株式（注） 348 7 － 356

合計 348 7 － 356

（注）普通株式の自己株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,030 利益剰余金 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,030 利益剰余金 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 103,388 － － 103,388

合計 103,388 － － 103,388

自己株式     

普通株式（注） 356 10 － 367

合計 356 10 － 367

（注）普通株式の自己株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,030 利益剰余金 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,287 利益剰余金 12.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 33,337百万円 34,180百万円

有価証券勘定 5,000 5,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △290 △275

現金及び現金同等物 38,047 38,905

 

 

　２．重要な非資金取引の内容

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

リース資産 178百万円 164百万円

リース債務 193 178
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

(ア）有形固定資産……主として、研究開発設備（機械装置）であります。

(イ）無形固定資産……ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

 １．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に金融機関からの借入や社債の発行により資金を調達しております。資金運用は、一

時的な余資を、安全性の高い短期の金融資産にて運用しております。デリバティブ取引は、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営業債権

は、為替相場の変動リスクに晒されております。

有価証券は、譲渡性預金による運用を行っておりますが、格付けの高い金融機関に限定しているため、信

用リスクは僅少であります。

投資有価証券は、主に業務上関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、外貨建の営業債務は、為

替相場の変動リスクに晒されております。

短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。長期借入金、社債、ファイナ

ンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最

長で連結決算日後７年内であります。このうち一部は市場の金利変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る将来の為替相場変動リスクを回避、軽減することを目的とし

て、為替予約取引などを利用しております。また、借入金に係る将来の市場金利変動リスクを回避、軽減す

ることを目的として、金利スワップ取引を利用しております。為替予約取引は、為替相場の変動リスクに晒

されており、金利スワップ取引は、市場の金利変動リスクに晒されております。なお、ヘッジ会計に関する

ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法などについては、前述の「連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」に記載してお

ります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権管理規則に従い、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、営業債権管理規則に準じて、同様の管理を

行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引を

行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、デリバティブ管理規定のなかで基本方針、実行手続、取引限度額などが定められており、これ

に基づき、取引の実行、管理は経理部門で行っております。また、四半期ごとに取締役会にて当該取引の

状況報告を行っております。連結子会社についても、デリバティブ管理規定に準じて、同様の管理を行っ

ております。

投資有価証券については、四半期ごとに時価の把握を行い、取引先企業との関係を勘案して適宜保有状

況の見直しを行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管

理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額などについては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 33,337 33,337 －

(2)受取手形及び売掛金 22,287 22,287 －

(3)有価証券 5,000 5,000 －

(4)投資有価証券 12,361 12,361 －

資産計 72,985 72,985 －

(1)支払手形及び買掛金 17,856 17,856 －

(2)短期借入金 7,628 7,628 －

(3)１年内償還予定の社債 400 400 －

(4)リース債務（流動負債） 232 232 －

(5)未払法人税等 936 936 －

(6)社債 2,900 2,903 3

(7)長期借入金 24,658 24,775 117

(8)リース債務（固定負債） 314 303 △10

負債計 54,926 55,037 110

 デリバティブ取引(*) 0 0 －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 34,180 34,180 －

(2)受取手形及び売掛金 19,507 19,507 －

(3)有価証券 5,000 5,000 －

(4)未収法人税等 1,145 1,145 －

(5)投資有価証券 10,535 10,535 －

資産計 70,368 70,368 －

(1)支払手形及び買掛金 15,779 15,779 －

(2)短期借入金 7,438 7,438 －

(3)１年内償還予定の社債 2,475 2,475 －

(4)リース債務（流動負債） 163 163 －

(5)未払法人税等 115 115 －

(6)社債 925 904 △20

(7)長期借入金 23,239 23,613 374

(8)リース債務（固定負債） 262 251 △11

負債計 50,398 50,741 342

 デリバティブ取引(*) △3 △3 －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)有価証券、(4)未収法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(5)投資有価証券

これらはその他有価証券として保有する株式からなり、当該株式の時価は取引所の価格によっており

ます。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」に記載して

おります。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内償還予定の社債、(4)リース債務(流動負債)、(5)未払法

人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(6)社債、(8)リース債務（固定負債）

　これらの時価は、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。

(7)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。なお、変動金利による長期借入金については、金利スワップの特例処理の対象とさ

れており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引のうち、為替予約取引については先物為替相場によっております。金利スワップの特例

処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当

該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「(7)長期借入金」参照）。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 　　　　　　　　　　　　　　　　　  (百万円)

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券 2,300 2,259

　上記の非上場株式、非連結子会社株式及び関連会社株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)投資有

価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 33,321 － － －

受取手形及び売掛金 22,287 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券(譲渡性預金) 5,000 － － －

合計 60,608 － － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 34,167 － － －

受取手形及び売掛金 19,507 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券(譲渡性預金) 5,000 － － －

合計 58,675 － － －

 

４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,628 － － － － －

１年内償還予定の社債 400 － － － － －

リース債務(流動負債) 232 － － － － －

社債 － 2,475 100 100 100 125

長期借入金 － 7,419 6,764 5,550 3,150 1,775

リース債務（固定負債） － 138 96 63 14 1

合計 8,261 10,032 6,960 5,713 3,264 1,901

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,438 － － － － －

１年内償還予定の社債 2,475 － － － － －

リース債務(流動負債) 163 － － － － －

社債 － 150 200 200 200 175

長期借入金 － 7,464 6,700 4,250 2,525 2,300

リース債務（固定負債） － 118 83 41 18 0

合計 10,077 7,732 6,983 4,491 2,743 2,475
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表　

計上額を超えるもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表　

計上額を超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)譲渡性預金 5,000 5,000 －

小計 5,000 5,000 －

合計 5,000 5,000 －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対照表　

計上額を超えるもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表　

計上額を超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)譲渡性預金 5,000 5,000 －

小計 5,000 5,000 －

合計 5,000 5,000 －
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 12,334 7,798 4,535

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 12,334 7,798 4,535

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 26 27 △0

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 26 27 △0

合計 12,361 7,825 4,535

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額78百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 10,440 7,913 2,527

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 10,440 7,913 2,527

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 95 105 △10

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 95 105 △10

合計 10,535 8,018 2,516

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額78百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。
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３．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 3 2 －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 3 2 －

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 11 3 －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 11 3 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 599 － △0 △0

インドネシアル

ピア
124 － △0 △0

タイバーツ 807 － 2 2

合計 1,531 － 0 0

（注）時価の算定方法

為替予約取引…………………先物為替相場によっております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル － － － －

インドネシアル

ピア
－ － － －

タイバーツ 681 － 2 2

ベトナムドン 1,389 － △5 △5

合計 2,071 － △3 △3

（注）時価の算定方法

為替予約取引…………………先物為替相場によっております。

 

(2)金利関連

前連結会計年度（平成27年３月31日）

契約残高はありません。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

契約残高はありません。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成27年３月31日）

契約残高はありません。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

契約残高はありません。

 

(2)金利関連

前連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引     

　変動受取・固定支払 　長期借入金 16,600 12,625 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引     

　変動受取・固定支払 　長期借入金 17,125 13,375 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。国内連結子会

社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等

に際して割増退職金を支払う場合があります。

また一部の在外連結子会社においては、確定拠出型又は確定給付型の制度を設けております。

 

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 20,454百万円 22,490百万円

会計方針の変更による累積的影響額 1,086  －

会計方針の変更を反映した期首残高 21,540  22,490

勤務費用 1,294  1,267

利息費用 268  281

数理計算上の差異の発生額 63  3,277

退職給付の支払額 △739  △821

その他 62  △60

退職給付債務の期末残高 22,490  26,435

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しています。

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 5,991百万円 7,559百万円

期待運用収益 79  94

数理計算上の差異の発生額 533  △136

事業主からの拠出額 1,305  1,715

退職給付の支払額 △401  △370

その他 51  △16

年金資産の期末残高 7,559  8,846

(注)　一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

　　　る資産の調整表

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 12,486百万円 15,109百万円

年金資産 △7,559  △8,846

 4,927  6,262

非積立型制度の退職給付債務 10,003  11,326

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14,931  17,588

    

退職給付に係る負債 14,931  17,588

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14,931  17,588

(注)　一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。
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（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

勤務費用 1,294百万円 1,267百万円

利息費用 268  281

期待運用収益 △79  △94

会計基準変更時差異の費用処理額 618  －

数理計算上の差異の費用処理額 466  257

過去勤務費用の費用処理額 △21  17

その他 △25  6

確定給付制度に係る退職給付費用 2,522  1,735

(注)　一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。

 

（５）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 △21百万円 17百万円

数理計算上の差異 918  △3,152

会計基準変更時差異 618  －

合計 1,516  △3,134

 

（６）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

未認識過去勤務費用 35百万円 17百万円

未認識数理計算上の差異 1,579  4,732

合計 1,615  4,749

 

（７）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

債券 61％  64％

株式 31％  28％

現金及び預金 8％  8％

その他 0％  0％

合計 100％  100％

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
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（８）数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日）

割引率 主に　1.0％～1.4％  主に　0.2％～0.3％

長期期待運用収益率 主に　1.0％～1.4％  主に　1.0％～1.4％

予想昇給率 主に　2.6％～2.8％  主に　2.4％～3.6％

 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度10百万円、当連結会計年度10百万円でありま

した。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

(繰延税金資産)    

退職給付に係る負債 4,713百万円 5,314百万円

減価償却費 367  348

賞与引当金 343  291

貸倒引当金 21  16

たな卸資産評価損 255  223

減損損失 203  204

繰越欠損金 37  86

その他 2,182  3,054

繰延税金資産小計 8,124  9,539

評価性引当額 △732  △737

繰延税金資産合計 7,391  8,802

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △1,416  △746

のれん △4  △4

資産除去債務 △4  △2

その他 △56  △83

繰延税金負債合計 △1,482  △837

繰延税金資産の純額 5,908  7,965

 （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 1,429百万円 1,109百万円

固定資産－繰延税金資産 4,529  6,938

流動負債－繰延税金負債 －  －

固定負債－繰延税金負債 △51  △83

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  36.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.8  △67.4

税率変更差異 8.7  278.2

在外連結子会社配当金 3.5  58.4

特別税額控除等 －  △165.8

在外連結子会社税率差異 △4.4  △77.9

軽減税率差異 △0.3  △73.4

繰越欠損金控除 △0.8  △51.7

その他 △6.0  6.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2  △23.4
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年

度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これにより、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は、従来の32.30％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始

する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.86％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以

降に解消が見込まれる一時差異については30.62％になります。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が390百万円、退職給付に係る調整累計額

が77百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が40百万円、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が

353百万円それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

　前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（平成27年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

当連結会計年度末（平成28年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しております。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、各事業本部が取り扱う製品について、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。

当社は、事業本部を基礎とした製品のセグメントから構成されており、「デバイス事業」、「電装事

業」及び「新エネルギー事業」の３つを報告セグメントとしております。

「デバイス事業」は、ダイオード、サイリスタ、ＭＯＳＦＥＴ、高耐圧パワーＩＣ及びパワーモジュー

ルなどを生産しております。「電装事業」は、二輪車用電装品及び四輪車用電装品及び汎用インバータな

どを生産しております。「新エネルギー事業」は、太陽光発電向けパワーコンディショナ、蓄電システ

ム、ＥＶ用充電器、情報・通信機器用電源装置などを生産しております。

当社は、事業本部を基礎とした製品のセグメントから構成されており、平成27年４月１日付で製品の管

理区分を一部変更しております。

この変更に伴い、当連結会計年度より、新エネルギー事業から電装事業へ一部製品群を移管しておりま

す。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の管理区分に基づき記載しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であり、報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした金額であります。ま

た、セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格や製造原価に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 33,261 50,137 21,581 104,980 3,275 108,255 － 108,255

セグメント間の内部売
上高又は振替高

5,135 18 － 5,153 － 5,153 △5,153 －

計 38,396 50,155 21,581 110,133 3,275 113,409 △5,153 108,255

セグメント利益又は損失
（△）

4,110 6,599 △81 10,627 55 10,682 △3,009 7,673

セグメント資産 33,338 30,916 12,558 76,813 928 77,742 56,260 134,002

その他の項目         

減価償却費 2,546 1,728 464 4,739 0 4,740 417 5,157

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

2,437 2,577 238 5,253 1 5,254 1,287 6,542

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んでお

ります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失の調整額△3,009百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

(2) セグメント資産の調整額56,260百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産56,402百万円及

びその他の調整額△142百万円であります。

(3) 減価償却費の調整額417百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,287百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全

社資産であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 30,134 49,038 15,836 95,009 3,100 98,110 － 98,110

セグメント間の内部売
上高又は振替高

6,155 24 － 6,180 － 6,180 △6,180 －

計 36,290 49,063 15,836 101,190 3,100 104,290 △6,180 98,110

セグメント利益又は損失
（△）

2,109 1,786 △555 3,340 37 3,377 △2,578 799

セグメント資産 33,210 30,408 9,258 72,877 872 73,750 59,351 133,101

その他の項目         

減価償却費 2,400 1,823 400 4,625 0 4,626 444 5,070

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

2,641 3,042 123 5,806 0 5,807 872 6,679

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んでお

ります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失の調整額△2,578百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

(2) セグメント資産の調整額59,351百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産59,049百万円及

びその他の調整額302百万円であります。

(3) 減価償却費の調整額444百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額872百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全社

資産であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 インドネシア共和国 その他アジア その他の地域 合計

48,003 14,274 39,630 6,347 108,255

（注）売上高は顧客の所在地等を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 タイ王国 その他アジア その他の地域 合計

16,921 3,791 5,375 4 26,093

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

ピー・ティ・アストラホンダモーター 11,285 電装事業

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 インドネシア共和国 その他アジア その他の地域 合計

41,585 13,914 37,283 5,327 98,110

（注）売上高は顧客の所在地等を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 タイ王国
インドネシア共

和国
その他アジア その他の地域 合計

17,159 3,068 2,677 3,633 11 26,550

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

ピー・ティ・アストラホンダモーター 12,517 電装事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

     （単位：百万円）

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 － － 30 － 8 38

(注)「全社・消去」の金額は、全社資産に属する遊休資産に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 デバイス事業 電装事業
新エネルギー

事業
その他 全社・消去 合計

当期償却額 35 － － － － 35

当期末残高 85 － － － － 85

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

     （単位：百万円）

 デバイス事業 電装事業
新エネルギー

事業
その他 全社・消去 合計

当期償却額 35 － － － － 35

当期末残高 50 － － － － 50

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 

前連結会計年度（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）

種類
会社等の名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連
会社

ナピーノ・
オート・アンド・
エレクトロニクス
・リミテッド

インド
ハリヤナ
州

百万
インドルピー

19
電装事業

（所有）
直接　22.57

当社製品の
販売等

当社製品の
販売等

4,334
受取手
形及び
売掛金

700

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、市場価格等を勘案して一般の取引の条件と同様に決定しております。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日）

種類
会社等の名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連
会社

ナピーノ・
オート・アンド・
エレクトロニクス
・リミテッド

インド
ハリヤナ
州

百万
インドルピー

19
電装事業

（所有）
直接　22.57

当社製品の
販売等

当社製品の
販売等

3,002
受取手
形及び
売掛金

459

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、市場価格等を勘案して一般の取引の条件と同様に決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 
１株当たり純資産額 549.97円

１株当たり当期純利益金額 50.98
 

 
１株当たり純資産額 492.63円

１株当たり当期純利益金額 1.99
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
5,252 205

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
5,252 205

期中平均株式数（千株） 103,036 103,026

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】
 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率 担保 償還期限

提出会社

第11回無担保社債
平成21年

８月19日
1,000

1,000

(1,000)

年

2.00％
なし

平成28年

８月19日

第12回無担保社債
平成21年

８月19日
1,000

1,000

(1,000)

年

2.00％
〃

平成28年

８月19日

第13回無担保社債
平成22年

３月31日

400

(200)

200

(200)

年

1.43％
〃

平成24年９月

30日から平成

29年３月31日

第14回無担保社債
平成22年

３月31日

400

(200)

200

(200)

年

1.42％
〃

平成24年６月

30日から平成

28年12月30日

第15回無担保社債
平成26年

９月30日
500

500

(75)

年

0.55％
〃

平成28年９月

30日から平成

33年６月30日

第16回無担保社債
平成27年

９月30日
－ 500

年

0.49％
〃

平成29年12月

31日から平成

34年９月30日

合計 － －
3,300

(400)

3,400

(2,475)
－ － －

（注）１．期首及び期末残高の欄（内書）は１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

2,475 150 200 200 200
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 0 0 0.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 7,628 7,438 1.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 232 163 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 24,658 23,239 1.2
平成29年５月31日から

平成35年３月31日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 314 262 －
平成29年４月１日から

平成33年６月30日

計 32,833 31,104 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. リース債務の平均利率については、連結子会社がリース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で

リース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 7,464 6,700 4,250 2,525

リース債務 118 83 41 18

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 25,690 49,984 71,678 98,110

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額
（百万円） 1,818 3,081 3,962 166

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額
（百万円） 1,253 2,385 2,862 205

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 12.17 23.15 27.78 1.99

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 12.17 10.98 4.63 △25.79
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,858 25,209

受取手形 363 299

電子記録債権 476 738

売掛金 ※１ 30,504 ※１ 22,615

有価証券 5,000 5,000

商品及び製品 4,170 4,147

半製品 575 492

原材料及び貯蔵品 3,169 3,450

仕掛品 346 384

前払費用 66 163

関係会社短期貸付金 4,294 3,873

未収入金 ※１ 4,899 ※１ 3,528

未収還付法人税等 － 633

未収消費税等 2,160 2,225

繰延税金資産 741 555

その他 12 59

貸倒引当金 △12 △3

流動資産合計 78,629 73,375

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,783 2,667

構築物 205 210

機械及び装置 1,920 2,290

車両運搬具 1 0

工具、器具及び備品 462 497

土地 2,944 2,944

リース資産 221 205

建設仮勘定 465 581

有形固定資産合計 9,005 9,398

無形固定資産   

のれん 85 50

電話加入権 18 18

ソフトウエア 405 585

リース資産 38 22

その他 224 80

無形固定資産合計 772 756

投資その他の資産   

投資有価証券 12,425 10,608

関係会社株式 9,855 9,855

出資金 － 0

関係会社出資金 1,791 1,791

関係会社長期貸付金 ※１ 231 ※１ 92

長期前払費用 1 22

繰延税金資産 2,571 4,053

その他 380 308

貸倒引当金 △43 △43

投資その他の資産合計 27,212 26,687

固定資産合計 36,991 36,843

資産合計 115,620 110,218
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 530 359

買掛金 ※１ 11,467 ※１ 11,177

短期借入金 7,630 7,419

1年内償還予定の社債 400 2,475

未払金 1,917 2,285

未払法人税等 985 －

未払費用 597 734

前受金 64 3

預り金 ※１ 6,698 ※１ 4,504

設備関係支払手形 167 159

賞与引当金 609 540

リース債務 119 92

その他 1 65

流動負債合計 31,190 29,818

固定負債   

社債 2,900 925

長期借入金 24,658 23,239

退職給付引当金 9,046 8,661

製品保証引当金 2,518 6,184

資産除去債務 69 68

リース債務 163 158

その他 71 6

固定負債合計 39,426 39,244

負債合計 70,616 69,062

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金   

資本準備金 6,031 6,031

その他資本剰余金 1,707 1,707

資本剰余金合計 7,738 7,738

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 16,449 13,953

利益剰余金合計 16,449 13,953

自己株式 △123 △129

株主資本合計 41,887 39,386

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,116 1,769

評価・換算差額等合計 3,116 1,769

純資産合計 45,003 41,156

負債純資産合計 115,620 110,218
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※１ 92,638 ※１ 82,038

売上原価 ※１ 79,980 ※１ 76,629

売上総利益 12,658 5,409

販売費及び一般管理費 ※２ 9,174 ※２ 8,678

営業利益又は営業損失（△） 3,483 △3,269

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 1,188 ※１ 724

雑収入 ※１ 1,756 ※１ 1,433

営業外収益合計 2,944 2,157

営業外費用   

支払利息 636 526

雑損失 904 376

営業外費用合計 1,540 902

経常利益又は経常損失（△） 4,887 △2,014

特別損失   

減損損失 19 38

特別損失合計 19 38

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 4,868 △2,053

法人税、住民税及び事業税 1,934 39

法人税等調整額 △387 △627

法人税等合計 1,546 △587

当期純利益又は当期純損失（△） 3,321 △1,465
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換算差額
等合計

 
資本
準備金

その他
資本剰
余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰
余金

利益
剰余金
合計

 
繰越
利益剰
余金

当期首残高 17,823 6,031 1,707 7,738 14,822 14,822 △118 40,265 2,080 2,080 42,346

会計方針の変更による
累積的影響額

   － △665 △665  △665   △665

会計方針の変更を
反映した当期首残高

17,823 6,031 1,707 7,738 14,157 14,157 △118 39,600 2,080 2,080 41,681

当期変動額            

剰余金の配当     △1,030 △1,030  △1,030   △1,030

当期純利益又は当期純
損失（△）

    3,321 3,321  3,321   3,321

自己株式の取得       △4 △4   △4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        1,035 1,035 1,035

当期変動額合計 － － － － 2,291 2,291 △4 2,286 1,035 1,035 3,322

当期末残高 17,823 6,031 1,707 7,738 16,449 16,449 △123 41,887 3,116 3,116 45,003

 

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換算差額
等合計

 
資本
準備金

その他
資本剰
余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰
余金

利益
剰余金
合計

 
繰越
利益剰
余金

当期首残高 17,823 6,031 1,707 7,738 16,449 16,449 △123 41,887 3,116 3,116 45,003

会計方針の変更による
累積的影響額

   － － －  －   －

会計方針の変更を
反映した当期首残高

17,823 6,031 1,707 7,738 16,449 16,449 △123 41,887 3,116 3,116 45,003

当期変動額            

剰余金の配当     △1,030 △1,030  △1,030   △1,030

当期純利益又は当期純
損失（△）

    △1,465 △1,465  △1,465   △1,465

自己株式の取得       △5 △5   △5

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △1,346 △1,346 △1,346

当期変動額合計 － － － － △2,495 △2,495 △5 △2,501 △1,346 △1,346 △3,847

当期末残高 17,823 6,031 1,707 7,738 13,953 13,953 △129 39,386 1,769 1,769 41,156

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

85/96



【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)満期保有目的の債券……原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

(3)その他有価証券

時価のあるもの……事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ……時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1)原材料……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2)製品、仕掛品

……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

ただし、新エネルギー部門の一部は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切り下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

耐用年数は法人税法に規定する耐用年数を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　３～50年

機械装置　４～10年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

(3)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を

計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(4)製品保証引当金

販売した製品に係る点検・保守作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もって計上し

ております。
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７．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ取引

ヘッジ対象………借入金の利息

(3)ヘッジ方針

有利子負債の将来の市場金利の変動による損失を軽減する目的で金利スワップ取引を利用しており、投機目的

の取引は行わない方針であります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

(2)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法については、税抜方式によっております。

(3)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法によっております。

（貸借対照表関係）

※１．区分掲記した以外で関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期金銭債権 22,417百万円 15,282百万円

長期金銭債権 231 92

短期金銭債務 12,554 10,020

長期金銭債務 － －

 

２．次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

従業員住宅資金借入口 84百万円  68百万円

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との主な取引高は、次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

営業取引による取引高    

売上高 47,800百万円  43,858百万円

仕入高 48,223  43,727

営業取引以外の取引による取引高 3,771  3,392
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※２．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度46％、当事業年度

46％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度54％、当事業年度54％であります。また、

主要な費目及びその金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
　　至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日

　　至 平成28年３月31日）

運搬費 1,913百万円 1,684百万円

給料 1,595 1,616

賞与引当金繰入額 126 113

退職給付費用 307 274

賃借料 282 298

研究開発費 2,732 2,445

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成27年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式9,608百万円、関連会社株式247百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成28年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式9,608百万円、関連会社株式247百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

(繰延税金資産)    

貸倒引当金 18百万円 14百万円

賞与引当金 201  166

退職給付引当金 2,931  2,658

たな卸資産評価損 207  187

減価償却費 216  196

減損損失 203  204

その他 1,646  2,634

繰延税金資産小計 5,426  6,063

評価性引当額 △690  △701

繰延税金資産合計 4,735  5,362

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △1,415  △746

その他 △7  △6

繰延税金負債合計 △1,423  △753

繰延税金資産の純額 3,312  4,608

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  税引前当期純損失で

あるため、注記を省

略しております。

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.2  

評価性引当額の増減 △6.2  

その他 7.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.8  

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、平成28年４月１日以降に開始する事業年度か

ら法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これにより、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は、従来の32.30％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異については30.86％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については30.62％になります。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が231百万円減少し、その他有価証券評価

差額金が40百万円、当事業年度に計上された法人税等調整額が272百万円それぞれ増加しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定

資産
建物 13,115 160

258

(9)
261 13,017 10,350

 

構築物 1,192 31 2 25 1,220 1,009

機械及び装置 12,521 1,385
1,482

(0)
729 12,424 10,133

車両運搬具 2 － － 0 2 2

工具、器具及

び備品
4,147 440

320

(26)
328 4,267 3,770

土地 2,944 － － － 2,944 －

リース資産 2,144 84 1,813 100 416 210

建設仮勘定 465 1,942 1,826 － 581 －

計 36,534 4,045
5,703

(36)
1,446 34,875 25,476

無形固定

資産
のれん 176 － － 35 176 126

 

電話加入権 18 － － － 18 －

ソフトウエア 949 409
3

(2)
226 1,354 769

リース資産 118 － 59 16 59 37

その他 240 71 210 5 101 21

計 1,503 480
273

(2)
283 1,711 954

（注）１．「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額及び当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

・建設仮勘定の当期増加額の主なものは、デバイス製造設備1,415百万円であります。

・建設仮勘定の当期減少額の主なものは、デバイス製造設備1,367百万円であります。

３．当期首残高及び当期末残高は、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 55 0 9 47

賞与引当金 609 540 609 540

製品保証引当金 2,518 4,910 1,243 6,184

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都江東区東砂七丁目10番11号

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―――――――

買取り・買増し手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。

公告記載URL　　http://www.shindengen.co.jp/ir/

（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。）

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第92期）（自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日）平成27年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第93期第１四半期）（自 平成27年４月１日　至 平成27年６月30日）平成27年８月７日関東財務局長に提出

（第93期第２四半期）（自 平成27年７月１日　至 平成27年９月30日）平成27年11月12日関東財務局長に提出

（第93期第３四半期）（自 平成27年10月１日　至 平成27年12月31日）平成28年２月12日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書
平成27年６月30日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時
報告書であります。
平成28年２月10日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。
平成28年２月18日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（吸収合併の決定）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年６月28日

新電元工業株式会社  

 

取 締 役 会　御 中

 

　　　　新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 麻生 和孝　　 ㊞

 

 指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 唐澤 正幸　　 ㊞

 

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３
月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包
括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸
表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を
行った。
 

連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務
諸表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務
諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

94/96



＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、
新電元工業株式会社の平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

内部統制報告書に対する経営者の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公
正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作
成し適正に表示することにある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見す
ることができない可能性がある。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から
内部統制報告書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を
行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき内部統制監査を実施することを求めている。
　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果
について監査証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監
査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ
れる。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価
結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

監査意見
　当監査法人は、新電元工業株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制
は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価
結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上

 

 

（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年６月28日

新電元工業株式会社  
 

取 締 役 会　御 中

 

　　　　新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 麻生 和孝　　 ㊞

 

 指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 唐澤 正幸　　 ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３
月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 

財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表
示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示
を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、新電元工業株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日を
もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上
 

（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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